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Section 02
事業環境認識と 
未来ビジョンCX150
目指す姿：「価値のゲートキーパーとして、協創社会を実現する」

社会課題が複雑化し、人々のニーズが多様化する中、建物やインフラに求められる価値も大き
く変化しています。TODAグループは、建設事業で培った技術や現場力を基盤に、その役割を建
物やインフラの提供から、社会や地域の将来をともに構想し、新たな価値を実体化する領域へと
広げていきます。人、地域、技術、事業をつなぎ、多様なパートナーとの協創をリードする「価値の
ゲートキーパー」として、2031年の創業150周年に向け、協創社会の実現を目指します。

TODAグループは、お客さまに寄り添い、情報や機能のこれまでにない組み合わせを実現し、新たな価値を創造
する「価値のゲートキーパー」となることを目指します。人々が協調・協働し、新しい価値が創出される好循環が
生まれ、幸福感やサステナビリティが実現された社会である「協創社会」を実現してまいります。

需要側と供給側の間に入り、パートナーとのアグリゲーション（協業）を通じて、新たな価値を
創造する存在です。当社グループは、これまでも培ってきた強みを活かして、浮体式洋上風力
発電などの領域で新しい価値に挑戦してきました。

展開領域として、四つの事業の方向性を導き出しました。当社グループは、価値のゲートキー
パーとして、これらの領域を軸に付加価値を創出し、協創社会の実現に挑んでいきます。

事業環境・社会変化
当社グループへの影響

リスク 機会

人口構造の変化／労働力
	• 少子高齢化社会の進展
	• 労働人口の減少
	• ダイバーシティの推進

	• 建設産業の担い手不足
	• 労働力不足
	• 将来の需要低迷
	• 重大事故の発生
	• 人財の流出

	• 業務効率化の促進
	• 安全性向上への意識の醸成
	• ICTを活用した生産性の向上
	• より魅力的な職場環境の整備による 
建設産業の魅力向上

	• 多様性による活性化・強靭化

市場環境の変化
	• 建設資材価格の高騰
	• 都市・コミュニティの変化
	• 国土強靭化／地域創生
	• グローバリゼーション
	• 情報社会／デジタル技術の進展
	• 地政学的リスクの増大

	• オフィス需要の減少
	• 建設投資の減少
	• 建設資材の仕入れ価格の高騰
	• 労務の圧迫・サプライチェーン機能の
低下に伴う資材供給の停滞

	• 不動産市況の低迷
	• 工事の進捗の遅れ
	• 収益性の低下
	• 情報漏洩

	• 物流施設やデータセンターの需要増加
	• 学校・病院の改修・改築の需要増加
	• 工場・物流・病院・オフィスビルのスマー
ト化ニーズの高まり
	• 地域創生による市場の拡大
	• 海外市場の拡大
	• 事業領域の拡大

人々の価値観の変化
	• 価値観の多様化
	• 体験価値の重視
	• すべてのステークホルダーへの 
長期的な価値の重視

	• 工業化工法やモジュール化の進展
	• 建設物のコモディティ化
	• 請け負いビジネスモデルの価値の低下

	• ゼネコンへの期待の高まり（公共物が
社会課題の解決に果たす役割の高ま
りなど）

	• 多様なステークホルダーとの協創促進
による新たな価値の創出

	• 潜在ニーズの実現
	• ソーシャルキャピタルの創造

法規制・政策
	• 政治・経済情勢の急激な変化
	• 為替変動
	• 金利政策
	• ESG投資の活発化
	• 2050年カーボンニュートラル

	• 保有資産の時価下落・収益性悪化
	• 金利の上昇
	• 政治・経済情勢の急激な変動・規制 
強化

	• 為替リスク
	• 新規分野の市場変化
	• 人権への負の影響

	• 再生可能エネルギー市場の拡大
	• グリーンインフラ市場の拡大
	• 建設施工におけるカーボンニュートラ
ルの実現に向けた技術開発の促進

	• ZEB・カーボンマイナス建築物へのニー
ズの高まり

地球環境
	• 気候変動
	• 地球温暖化の進展
	• 環境問題の深刻化
	• 大規模自然災害の発生

	• 気温上昇による作業効率の低下およ
び対策費用の増加

	• 労働法制の変化
	• 炭素価格増による資材･燃料調達費
の増加

	• 災害による建設物の損傷に伴うコスト
増

	• 大規模災害の発生による事業継続へ
の影響

	• 洋上風力発電所建設の需要の増加
	• 再エネ発電所建設の需要の増加
	• 売電等の事業機会の増加
	• 再エネ発電所のO&M※ニーズの増加
	• ZEB建築の普及による売上の増加
	• 防災･減災工事の需要の増加

価値のゲートキーパーとして、協創社会を実現

価値の 
ゲートキーパー

事業領域

ゲートキーパー

供給サイド 需要サイド

モビリティ

ICT

ヘルスケア
情報や価値のこれまでにない組み合わせを実現し、

新たな価値を創造

取引先

社会の好循環
（協創社会）

アグリゲーション
（協業）

エネルギー

新価値

利用者
生活者

地域社会

展開領域

都市・社会インフラ領域

ビジネス&ライフサポート領域

環境・エネルギー領域

Smart Innovation領域

安心・安全（レジリエント）を基盤に、多様かつ
多彩で、魅力ある都市機能を創造

施設利用者にとって、より生産性が高く、
快適で心身の健康を促進する環境を整備

持続可能なエネルギーの開発・施工・供給等
によってカーボンニュートラルに貢献

建設作業所・事業所のDXを通じて、
生産性と働き甲斐を追求

インフラ・オペレーション

スマートオフィス

（新TODAビル）
IoTオペレーションマネジメント

エネルギーマネジメント

浮体式洋上ウィンドファーム

トダイノベーションサイト
施工自動化

※	 は各領域で取り組む事業の一例

提
供
価
値

アグリゲーションの範囲

Smart Energy Complex City

（SECC）

建設産業中心 他産業・企業との幅広い協業
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	•	 目指す方向性：未来ビジョンCX150の概要

※	O&M：Operation & Maintenanceの略。施設のオーナーに代わって運転管理業務、維持管理業務を行う事業のこと。
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	•	 目指す姿へのロードマップ

中期経営計画2027

CX150へのロードマップ

TODAグループの中期経営計画は、2031年の創業
150周年に目指す姿からバックキャストし、環境変化を
踏まえながら3カ年ごとに策定する一貫した成長戦略で
す。前中計で進めた成長投資を土台に、中期経営計画

2027ではフェーズ2「価値の再構築」を進め、次期中計
における突出価値の創造・展開と、その先の協創社会の
実現につなげます。

目標と実績

中期経営計画2027では、最終年度となる2027年度
に、連結売上高8,000億円程度、営業利益435億円以
上、営業利益率5.4% 以上、ROE10% 以上、労働生産
性1,750万円以上を目標に掲げています。基幹事業の
収益力を高め、成長投資の早期収益化と資本効率を意
識した経営資源配分を進めることで、持続的な収益成長

を目指します。
中計初年度となる2025年度は、連結売上高6,457億円、

営業利益382億円、営業利益率5.9%、ROE10.1%と
なりました。営業利益率とROEは中計最終年度目標の
水準に到達しており、全体として順調なスタートを切った
と評価しています。

「見極め、つなぐ。」中期経営計画2027

中期経営計画2027の基本コンセプトは、「見極め、つ
なぐ。」。今後、需要環境や競争条件が変化する局面にお
いても選ばれ続けるよう、現在の事業環境を活かし、競
争力を強化しておくことが重要です。そのため、良好な受
注環境が続く今こそ、受注高や売上高の拡大だけを追う
のではなく、収益性、生産効率、ブランド価値、顧客との
継続性、施工キャパシティへの影響まで踏まえ、TODA
グループの強みを最も発揮できる市場・案件と、経営資
源を重点的に投入すべき領域を「見極め」ます。

そこには、成長投資について、事業性、資本効率、収

益化までの時間軸を捉え、投資後の成果を検証しながら
事業ポートフォリオの最適化を進めることも含まれます。

そのうえで、フロントラインの提供価値と生産性を高め
る「タテ展開」と、建設事業、戦略事業、グループ会社、
外部パートナーそれぞれの技術や事業者ノウハウを相互
に活用する「ヨコ展開」で「つなぐ」。

人財のフロントシフト、デジタル・技術開発投資、資本
効率を意識した経営資源配分を一体で進め、価格競争
に左右されにくい突出価値と高収益な事業構造を構築し、
持続的な企業価値向上を目指します。

～発散から結束、価値の最大化へ～

突
出
価
値
・
高
収
益
化

タテ×ヨコ展開
つなぐ

	• 人財シフトとバリューチェーン強化を通じたフロントライン（営
業・作業所）における顧客価値の最大化と社会課題への対
応（タテ展開）

	• 建設事業と戦略事業の連携強化による価値創造と建設ラ
イフサイクルへの展開（ヨコ展開）

見極め
確固たる強み

	• 人財×デジタル×総合知による事業基盤の強化と、ものづ
くり・ソリューションの強みを最大限に活かせる領域・分野
の選択

	• 持続的成長を実現するための成長投資と早期収益化を通
じた事業ポートフォリオの最適化

※	総合知：多様な「知」が集い、新たな価値を創出する「知の活力」を生むこと（内閣府）。

フェーズ2
中期経営計画2027

価値の再構築

フェーズ1
中期経営計画2024

価値の源泉へのアクセス

フェーズ3
中期経営計画2030

協創社会の実現

目指す姿

CX150

事業別では、建築事業が全社業績を牽引しました。今
後は、土木や国内投資開発の着実な回復を図るとともに、
海外グループ会社では2025年度の不動産売却による
利益貢献の反動を受けつつ、次なる成長への足場固め
を進めます。環境・エネルギーを含む各事業の収益基盤
を強化し、グループ全体でバランスの取れた収益力の向
上を図ります。

非財務面では、CO2排出量はスコープ1＋2、スコープ3

ともに中計目標を上回る削減が進み、ワークエンゲージ
メントも目標を達成しました。一方、作業所フィードバッ
クは前年度から改善したものの、目標には届いていません。
取締役会の実効性向上とIRミーティングの拡充も継続し、
経営基盤と資本市場との対話を強化します。

残り2年間は、戦略的受注、施工体制と生産性の強化、
人財のフロントシフト、デジタル・技術開発投資を加速し、
中計目標の達成と持続的な企業価値向上につなげます。

非財務目標 目標の狙い
2025年度 2026年度 2027年度
実績・予測 目標 中計目標

E

CO2排出量
スコープ1＋2

総排出量（%）（20年度比）※1 2050年カーボンニュートラル実現に
向けた事業活動におけるCO2排出量
削減の継続的な取り組み
原単位スコープ1＋2：完成工事高当たり
排出量
カテゴリ1：取引金額当たり排出量
カテゴリ11：竣工延床面積当たり排出量

▲37.6 ▲25.2%以上 ▲29.4% 以上
原単位（／億円）※2 8.3 － 9.1 t-CO2 以下

CO2排出量
スコープ3

総排出量 （%）（20年度比）※1 ▲39.7 ▲15.0%以上 ▲17.5 %以上
カテゴリ1 原単位（／億円）※2 569.1 － 604.9 t-CO2 以下

カテゴリ11 原単位（／m2）※2 2.0 － 1.2 t-CO2 以下

S
ワークエンゲージメント（偏差値）※3 従業員の働き甲斐・エンゲージメント

向上による人的資本経営の推進 52.2 52.0 以上 52.0 以上

作業所フィードバック（評価点）※4 評価・改善サイクル構築による協力会
社とのパートナーシップの強化 4.38 4.5以上 4.5 以上/5点満点

G

取締役会実効性の向上
取締役会全体の実効性の分析・評
価・取り組みによるコーポレートガバ
ナンスの強化

－ － －

IRミーティングの拡充 ※5
十分なミーティング機会と適時適切
な情報開示を通じた株主・投資家エン
ゲージメントの向上

89回 － －

※1 当社（単体）と国内グループ会社（海外グループ会社を除く全事業活動を対象）
※2 �当社（単体）を対象
※3 アドバンテッジタフネス集計のストレスチェック偏差値

※4 協力会社による作業所評価の全支店・全項目平均点（25年度竣工作業所）
※5 IRミーティング（決算説明会、1 on 1ミーティング、見学会等）

非財務目標

事業別業績　実績・予測

事業（セグメント）
2024年度 2025年度 2026年度 2027年度

実績 実績 予測 （利益率） 中計目標 （利益率）

連結売上高 
（億円）

建築事業 3,582 3,625 4,400 4,300
土木事業 1,271 1,278 1,320 1,500

戦略事業

国内投資開発 477 334 420 500
国内グループ会社 582 678 740 800
海外グループ会社 570 676 730 900
環境・エネルギー 9 33 70 70

合計 5,866 6,457 7,530 8,000

営業利益 
（億円）

建築事業 165 269 275 （6.3） 220 （5.1%）
土木事業 80 46 70 （5.3） 90 （6.0%）

戦略事業

国内投資開発 55 20 25 （6.0） 60 （12.0%）
国内グループ会社 30 27 35 （4.7） 35 （4.4%）
海外グループ会社 10 56 10 （1.4） 35 （3.9%）
環境・エネルギー ▲11 ▲12 ▲5 （－） 5 （7.1%）

合計 266 382 390 （5.2） 435 （5.4%）
※	連結売上高・営業利益の合計にはセグメント間取引消去を含む

数値目標　実績・予測

業績・財務指標
2024年度 2025年度 2026年度 2027年度

実績 実績 予測 中計目標

収益性
連結売上高 5,866 6,457 7,530 8,000億円程度
営業利益 266 382 390 435億円以上
営業利益率 4.5 5.9 5.2 5.4%以上

資本効率性
親会社株主に帰属する当期純利益 251 369 350 350億円以上
ROE 7.3 10.1 9.5 10.0%以上

生産性 労働生産性（個別） 1,493 1,684 1,720 1,750万円以上

株主還元
DOE 2.6 4.7 3.5%以上 3.5%以上
総還元性向 55.9 66.2 70.0% 程度 70.0%程度

※	労働生産性＝付加価値額（営業利益＋総額人件費）÷社員数（期中平均、派遣社員等を含む）
※	DOE（純資産配当率）＝配当総額÷自己資本
※	総還元性向＝総株主還元額（配当総額＋自社株式取得総額）÷親会社株主に帰属する当期純利益
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	•	 競争力強化と将来収益の育成
事業戦略ロードマップ

収益力を支える基幹事業の進化

中期経営計画2027では、受注量や売上規模の拡大
だけを追うのではなく、将来にわたり安定した収益を生
み出せる競争力を基幹事業に蓄積することを重視して
います。建築・土木・戦略の各事業本部が、それぞれの
強みをさらに磨き、顧客や社会の期待を上回る価値の
提供を目指します。

建設事業では、市場や顧客ニーズを見極め、収益性
や施工キャパシティを踏まえた戦略的受注を徹底すると
ともに、営業・設計・施工をつなぐタテ展開によりフロン

トラインの価値を高めます。また、建設事業と戦略事業
の連携を通じて、技術や事業者ノウハウを相互に活用し、
グループ全体の競争力を強化します。

戦略事業では、キャッシュフロー、事業別 ROIC、
IRRを重視した中長期の事業ポートフォリオを構築する
とともに、私募 REIT 等を活用した循環型投資モデルを
推進し、資産の回収と再投資を通じて資本効率の向上
を図ります。基幹事業の競争力をさらに高めることで、
持続的な企業価値向上につなげます。

持続的成長に向けた重点施策

資材価格の上昇や担い手不足、施工キャパシティの制
約が続く中、TODAグループは「戦略的受注の徹底」「生
産性向上」「新たな価値創造」を一体で推進します。

戦略的受注の徹底では、資材価格の上昇などのリスク
を踏まえ、採算性、案件規模、難易度、ブランド価値など
を総合的かつ厳格に見極めて案件を選定します。同時に、
協力会社との連携を強化し、早期のコスト・労務対策を
講じることで、供給制約に対応します。

生産性向上では、フロントシフトによる人員配置の最
適化に加え、DXや機械化による自動化施工を作業所へ
実装し、生産性と収益性の向上を図ります。

新たな価値創造では、価格競争に埋没しない独自の
「突出価値」による差別化を進めます。さらに、成長分
野への進出や必要なリソースの確保に向けて、機動的な
M&Aを推進し、非連続な成長を追求します。

施工体制の強化

底堅い手持ち工事を着実に遂行し、今後の建設需
要に対応するため、戦略的なリソース投入によって施工
キャパシティの拡大を進めています。施工人員基盤の拡
充に向けては、施工部門へのフロントシフトに加え、キャ
リア採用や派遣社員の活用を推進しました。その結果、
2025年度のフロントライン人員は244人純増し、2026
年4月には3,423人となりました。

あわせて、設計・調達・施工計画を前倒しで具体化する

フロントローディングを徹底し、早期発注と資材確保を
進めることで、原価変動リスクを低減します。また、協力
会社との信頼関係を強化し、安定した労務の確保につな
げます。2025年度の作業所フィードバック評価は5点満
点中4.38点と、前年度から改善しました。人員基盤とサ
プライチェーンの両面を強化することで、施工能力を高め、
受注した工事を安全・確実に遂行できる体制を構築しま
す。

未来ビジョン 
CX150

フェーズ1 
価値の源泉へのアクセス フェーズ2 価値の再構築 フェーズ3 

協創社会の実現 150周年 
2031

2022～2024 2025 2026 2027 2028～2030

基幹事業 
（建築・土木・戦略）

重
点
管
理
事
業

SECC 
事業

環境・ 
エネルギー 

事業 
（洋上風力）

海外事業

フロントライン（営業・作業所）における顧客価値の最大化

人財×デジタル×総合知による事業基盤の強化

TODA BUILDING

常総プロジェクト

着床式CI※の受注

事業者ノウハウの活用

※CI：建造（Construction）、据え付け（Installation）

23年まちびらき

24年完成
収益化、技術・ノウハウ展開、エリアマネジメント

自治体連携による協創ネットワークの構築

パイロット事業の取り組み促進（実績・ノウハウの獲得）

ウィンドファーム建設
2.1MW×8基 運転開始

現地化・アライアンス強化

大型化・量産化に向けた技術開発、シェア拡大

SEP船稼働

安定成長・シナジー創出

TODAグループは、中期経営計画2024から引き続
き、建築・土木・戦略の各事業本部がそれぞれの強みを
発揮する「基幹事業」と、3事業本部が連携し、トップマ
ネジメントの関与のもとで推進する「重点管理事業」の
二層体制で事業戦略を進めています。

基幹事業では、建築・土木事業の安定した収益力を
さらに高めるとともに、戦略事業では、これまで培った
実績・ノウハウを活かし、資本効率の向上を図ります。

重点管理事業では、TODA BUILDING や常総プ
ロジェクトで蓄積した知見をSECC 事業へ発展させる
とともに、環境・エネルギー事業と海外事業を新たな成
長段階へ進めます。中計初年度の進捗や事業環境の
変化を踏まえ、各施策の工程や優先順位を機動的に見
直しながら、基幹事業の競争力強化と将来の収益の柱
の育成を両輪で進め、2031年の協創社会の実現につ
なげます。

25年4月
フロントライン

人員数 3,179人

フロントライン確保の状況（25年度）

26年4月
フロントライン

人員数 3,423人

キャリア採用
39

フロントシフト
（純増減）

32

派遣社員
（純増減）

71

退職
▲80

新入社員
169

+244人

戦略的なリソース投入を通じて、施工キャパシティを拡大

施工
キャパシティ
の拡大

施工体制の強化

• 施工人員基盤の拡充
• 施工部門へのフロントシフトによる現場力の強化
／キャリア採用・派遣活用による人財確保

• サプライチェーン強化
• 徹底的なフロントローディングを通じた早期発注・
資材確保による原価変動リスクの低減

• 協力会社との強固な信頼関係構築による安定した労務確保
25年度実績｜作業所フィードバック評価4.38/5点（前年度＋0.05点）

※フロントライン：作業所および施工関連部門

※派遣社員を含む

25年度実績｜フロントライン確保+244人（純増減）

現状認識 当社対応の方向性（重点施策）

戦略的
受注

	• 国内建設投資の横ばい推移

	• 資材価格高騰および労務不足の常態化

	• 地政学リスクに伴うエネルギー・物価への影響

	• 事業費膨張によるプロジェクトの中止・延期

	• �戦略的受注の徹底：案件の採算性・規模・難易度・生産効率・ブランド
価値等に基づく厳格な案件選定

	• �供給制約への協働：協力会社との強固な連携に基づく、早期のコスト・
労務対策の実施

生産性
向上

	• 良好な受注環境における、建築民間分野の収益・規模の伸長

	• 26年度3月期決算の当初予測からの大幅な業績向上

	• �施工キャパシティの拡大：フロントシフトによる施工体制の強化と人員
配置の最適化

	• �DX・機械化による生産性の革新：省人化・自動化施工の実装による生
産性・収益性の向上

新たな
価値創造

	• 価格転嫁による受注時採算の改善の兆し

	• 成長分野への進出・リソース確保を目的としたM&Aの活発化

	• �独自の「突出価値」による差別化：独自の強みを具現化し、価格競争
に埋没しない優位性を構築

	• �機動的なM&A：成長機会を確実に捕捉する迅速な投資判断と、非連
続な成長の追求

2026年1月

TATA社子会社化

ガバナンス体制の強化・リスクマネジメントの高度化

レジリエントな事業ポートフォリオの構築

協
創
社
会
の
実
現
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地域との連携・協調に基づく、地域創生による新たな価値創出

The Energy for the Future starts in Local Communities.
SECC事業＝地域のエネルギー（価値）を「見つけ、つなげ、発信、拡張する」事業

突出価値の創出
協創社会の実現

戸田建設グループのリソース結集、地域との協創ネットワーク構築

ブランド価値創出

都市部の企業

地域の企業 地方自治体
（公民連携）

地域の住民戸田建設グループ
事業主体 事業プラットフォーム構築

運営支援

建設事業と戦略事業のシナジーを生み出す価値創造モデル

TODAグループは、建設事業で培ってきた設計・施工
技術、現場力、顧客基盤と、戦略事業で蓄積した事業企
画、投資、運営、地域連携のノウハウを相互に活用し、新
たな価値の創出につなげています。建設事業の技術や
知見を戦略事業の展開に活かす一方、戦略事業を通じ
て把握した社会や顧客の潜在ニーズ、事業者としての経
験を建設事業の提案や生産プロセスへ還元することで、
両事業のシナジーを高めます。こうした循環を通じて、構
想を実体化する「Materialize」、人、技術、地域、事業

をつなぐ「Connective」、環境価値を社会に実装する
「Green」の力を発揮し、社会課題の解決と持続的な
収益成長につながる突出価値を創出します。

この価値創造モデルを具体的な事業として実践する領
域が、SECC、環境・エネルギー、海外の重点管理事業
です。建築・土木・戦略の各事業本部が連携し、トップマ
ネジメントの関与のもとで経営リソースを結集することで、
各事業の成長を加速し、将来の収益の柱へ育て、中長
期的な企業価値向上につなげていきます。

SECC事業　地域創生を新たな事業へ

SECC 事業は、地域にある自然、産業、人財、インフラ、
つながりなどの価値を見つけ、自治体や地域企業、住民
など多様な主体とともに育て、地域の持続的な発展につ
ながる事業へと拡張する取り組みです。TODAグループ

が事業主体・事業プラットフォームとして、構想から開発、
運営まで継続的に関わり、地域課題の解決と事業成長
の両立を目指します。

アグリサイエンスバレー常総では、約45ha の農地を

環境・エネルギー事業（洋上風力発電事業）　新たなビジネスモデルの構築

五島市沖洋上風力発電事業は、TODAグループが浮
体式洋上風力発電の技術、施工、発電事業者としてのノ
ウハウを蓄積する中核プロジェクトです。建築・土木・戦
略の各事業本部が連携し、トップマネジメントの関与のも
とで推進する重点管理事業として、2026年1月の浮体
式洋上ウィンドファームの商用運転開始を起点に、運転
実績と知見を蓄積し、収益基盤の構築を進めます。

詳細は、  P35  特集5「浮体式洋上風力発電」を参
照してください。

海外事業　地域特性を活かした事業ポートフォリオの構築

	•	 将来の収益の柱を育てる

重点管理事業

各事業の強みを磨き、連携・横断的取り組み（重点管理事業）を通じて新価値を創造

 �真に価値のある顧客提案
 �生産プロセス革新による 
高い生産性の実現

 �徹底したコスト管理による 
安定収益の確保

経営リソースを結集し、 
各事業が連携・横断して取り組む

設計・施工

プロジェクト企画
資金調達、O&M など

 �持続的成長に向けた新たな 
事業領域の探索と挑戦

 �事業者ノウハウの蓄積と潜
在ニーズの特定

建設事業 戦略事業

取引先・協力会社 外部パートナー

マテリアライズ
Materialize
具現化・実体化

成長エンジン

コネクティブ
Connective
つなぐ、結束する

グリーン 
Green

環境・サステナブル

SECC事業（フェーズ1）
環境・エネルギー事業

海外事業

マテリアライズ
Materialize
具現化・実体化 成長エンジン

コネクティブ
Connective
つなぐ、結束する

グリーン 
Green

環境・サステナブル

建設事業の知見・ノウハウ

重点管理事業

持続的成長 
高収益化

事業者ノウハウの蓄積・活用

地政学的リスクに配慮しながら、アジア・オセアニア・北米を中心に事業を展開

 ODA・日本政府案件を通じた西アフリカ市場での継続受注

 アジアの成長力を取り込み存在感のあるゼネコングループへ

 環境事業の収益化

 安定収益基盤と投資循環による成長モデル

グローバル成長基盤

 グローバル人財の確保・育成（経営人財・専門人財）

 地域特性に応じたガバナンスと不確実性に対応するリスクマネジメントの高度化

 成長市場の開拓と現地ネットワーク拡充による、レジリエントな事業ポートフォリオの構築

 �タイ・ベトナムを中心に、強みのある日系企業からの受注獲得に加え、
ローカルネットワーク活用による外資企業からの受注強化
 �TATA社（インドネシア）を中心とした建設・不動産事業の業容拡大
 �ニュージーランドにおけるホテル開発事業の展開
 �M&Aや業務提携による事業基盤強化や新領域への進出

 �ODA実績の経験・知見・技術を活かした受注獲得
 �安全安心なインフラ構築による社会課題の解決

 �ブラジル風力発電事業の収益化と安定稼働
 �長年にわたるブラジル進出実績を活かした環境関連事業、新規事業の機会創出

 �保有不動産の戦略的入れ替えによる資産ポートフォリオ最適化
 �周辺領域における事業性のあるM&Aの推進

環境・エネルギー

土木

環境・エネルギー

海外グループ

建築

海外グループアジア・オセアニア 北米

西アフリカ他
南米他

海外事業は、地域ごとの市場特性や成長機会を踏ま
え、建設事業と戦略事業の両面から事業基盤を拡大す
る重点管理事業です。地域特性に応じたガバナンスとリ
スクマネジメントの高度化を図りながら、アジア・オセアニ
アと北米を主軸に事業を展開し、安定した収益基盤の
構築を進めます。また、ODA 案件や環境事業を通じた

新興国での事業機会の創出にも継続して取り組みます。
2026年度には、新たに「インド進出準備室」を設置し

ました。新たな成長市場への参入を見据え、市場環境の
調査や最適な進出形態の検討を進めるとともに、グロー
バルネットワークを活かした新たな事業機会の創出につ
なげていきます。

集約し、生産・加工・流通・販売を一体化した農業6次産
業化のまちづくりを実現しました。2023年に開業した道
の駅常総などには、開業1年間で目標の2倍となる200
万人以上が来場し、地域に新たなにぎわいを生み出して
います。

越前たけふ駅周辺では、北陸新幹線駅を起点とした官
民連携プロジェクトを進めています。「モノづくり×先端テ
クノロジー×環境・エネルギー」を軸に、企業や人財が集
まり、実証実験や新たなビジネスを生み出すオープンイノ
ベーション型のまちづくりを目指しています。 

酒田市とは2025年6月に地域創生に関する包括連携
協定を締結しました。旧かんぽの宿 酒田を中核に、地域
資源・観光資源や遊休施設の活用、1次産業から3次産
業までをつなぐ6次産業化、新規事業の創出など、市全
域を対象とした官民連携による地域活性化を検討してい
ます。

これらの実績を通じて蓄積した、地域資源の発掘、官
民連携、事業企画、開発・運営のノウハウを体系化し、地
域特性に応じて他地域へヨコ展開可能なSECC 事業モ
デルの確立を進めます。

 巨大成長市場への参入検討と事業機会の創出
 市場の精緻な把握と最適な進出形態の検討

海外グループインド
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請負業の先へ。2040年代、売上高1,000億円規模への飛躍

技術の安売り競争となる危機感を原動力に、高収益な新市場を創出

洋上施工の主役「SEP船」が未来を築く

	• �15MW超級風車の建設を可能
にする次世代インフラ
戸田建設が出資するJWFC社は、函

館市と函館港を母港とする協定を締結。
2027年度中の供用開始に向け、大型風
車の組み立てが可能な洋上施工船（SEP
船※）の改造を着実に進めています。

本船は今後、市場の主流となる大型風車の施工におい
て、発注者様のあらゆる課題を解決します。

浮体式の「大型化」と「量産化」

	• �施工コストを劇的に下げる一括搭
載技術の実証に成功
戸田建設は2025年8月、五島市沖に

て1/3スケールでの「風車一括搭載」の
施工実証に成功。洋上風力の施工コス
ト削減に向けて、大きく前進しました。

この成果を武器に、風車の大型化・
量産化を実現させ、商用化の先にある世界のデファクトス
タンダードへ、当社の挑戦は続きます。

※	SEP船：Self-Elevating Platform船（自己昇降式作業台船）

	• �五島WFの継続運用による発電事業参入と、コン
ソーシアム運営の核心的知見の蓄積
	• �独自ハイブリッド浮体による大型・量産化技術の
確立と、低コスト化の実現

	• �SEP船の保有・活用による、着床式から浮体式まで
の国内施工ニーズへの対応

現在の年間売上20億円規模から、2040年代には売
上高1,000億円規模の事業へと洋上風力発電事業を拡
大させます。当社が目指すのは、建設請負ビジネスの技
術の安売り競争化を見据えた「収益構造の抜本的改革」
です。

請負から再エネのプラットフォーマーへ、単なる施工に

とどまらず、再エネ発電事業の売電益、浮体リースおよび
O&Mという、多角的な収益基盤を展開。社会に突出価
値を産む新事業として、技術と地域・自然との共生を武
器に、当社の新たな収益の柱へと育て上げます。

投資フェーズから、回収・成長フェーズへ。戸田建設の
真の変革が、ここから始まります。

施工能力技術開発 
優位性

事業者 
ノウハウ

事業の概要
発電規模 16.8MW（＝2.1MW×8基）

浮体のサイズ 高さ176m（海面より上100m）
直径7.8m（最大）

ローター直径 80m

関連する主なSDGs

「突出価値」への取り組み

大型化・量産化に向けた技術開発を推進
Phase 1 Phase 2 Phase 3 2031～2050年

2022～24 2025 2026 2027 ～2030 2031～
五島市沖洋上風力 
発電事業
※	当社を代表とする6社コンソーシアム

（ERE、大阪ガス、INPEX、関西電力、
中部電力）

自己昇降式作業台船 
（SEP船）

※	 6社で共同保有 
戸田建設、熊谷組、西松建設、 
若築建設、岩田地崎建設、吉田組

技術研究開発
（大型化・量産化）

※	 GI基金など各種公募の活用

ウィンドファーム建設
2.1MW×8基

大型風車に対応したスパー型浮体の開発（構造技術開発）

浮体量産化技術の開発（施工技術開発）

実証 
運転

大型化・ 
量産化の 
実現 

（浮体式 
EPCI受注）

浮体設計・要素試験・認証取得

風車一括搭載技術

デジタルツイン・インセンティブ事業

着床式CI受注（建造・据付）

製造実証

施工実証15MW超級シミュレーション・施工方法の評価

浮体式CI受注

SEP船改造工事

2026年1月商用運転開始

2027年5月（予定）

大型化する風車組立（15MW超級）に対応 
（着床式、浮体式ともに対応可）

運転・保守（発電事業、リース・O&M事業開始）運転 
開始

脱炭素先行地域事業・エネマネ事業等の芽出し  SECC事業としての収益拡大

各種データの収集・分析 デジタルツインによる 
予防保全技術の確立

供用 
開始 リース運用 施工能力の 

増強

1/3スケール 
モデル実証試験

洋上の施工は気象・海象の影響を受けやすく、厳
しい自然環境および厳密な工程管理との対峙の連
続でした。当社が培った創造性と土木技術を結集し、
洋上で浮体を立起こし、風車を組み立てる独自の工
法を確立する等、未知の施工プロセスをゼロから構

東北支店
土木工事1部工事室 主管（2級）

重松 映輝

VOICE
担当者の声

築してまいりました。また、本事業は、「次世代へ豊
かな海を引き継ぐための地域振興の枠組み」を構築
すべく、地域と連携し、対話を重ねることから始動し
ました。未知ゆえに幾多の困難に直面しましたが、
2026年1月、無事に運転開始を迎えることができま
した。

共に全力を尽くし、支え続けてくださった社内外
関係者の皆さまの多大なるご尽力に深謝申し上げる
次第です。この事業の貴重な知見とノウハウを、今
後の洋上風力建設およびカーボンニュートラル社会
の実現に向け遺憾なく発揮してまいります。

日本の未来を切り拓く一陣の風が、長崎県五島市沖から吹き始めました。2026年1月5日、ついに戸田建設は日本
で国内初の浮体式洋上ウィンドファームの商用運転を開始しました。

現在、日本のエネルギー情勢は激変しています。改正EEZ 法の施行により広大な海域へとマーケットが広がり、国の
洋上風力ビジョンはついに現実のものとなりました。この転換点の中、市場・ビジネスモデルの双方で、新事業領域で
ある環境・エネルギー事業を大きく成長させ、変革的なイノベーションの創出を目指します。

特集5｜浮体式洋上風力発電

浮体式洋上ウィンドファームが 
日本初の商用運転開始
戸田建設が挑む、新時代のGX
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PBR改善に向けた基本認識

当社は、持続的な企業価値向上に向けて、収益力の
強化、資産効率の改善、最適資本構成の実現、そして資
本市場との建設的な対話を一体で進めています。私が財
務責任者として重視しているのは、これらを個別の取り組
みとしてではなく、PBRの持続的改善につながる一連の
経営課題として実行することです。2025年度は、当期純

利益率の改善と株価上昇を背景に、ROEは10%を超え
る水準まで改善し、PBRは1.10倍となりました。一方で、
同業他社と比較すれば、当社のPBRにはなお改善余地
があると認識しています。私は、この差は利益水準だけで
なく、資本効率と市場からの理解の両面において、まだ
伸ばせる余地があることの表れだと考えています。

戦略的な資産入れ替え

資産効率改善の面では、保有不動産と政策保有株式
の見直しを進めています。国内投資開発事業では、アセッ
トを長期保有するだけでなく、売却も組み合わせながら
投下資本の回転率を高める循環型投資モデルを推進し
ています。2025年度は、保有不動産を312億円売却し、
資産の入れ替えを進めました。政策保有株式について
は、2025年度の売却計画を150億円としていましたが、

2026年2月以降の地政学的リスクの高まりを踏まえ、一
部売却を翌期以降に繰り延べました。その中でも、2025
年度は133億円を売却し、売却益94億円を計上してい
ます。私は、こうした見直しを単なる資産圧縮とは考えて
いません。成長投資の原資を確保し、負債コストを抑制
し、資本効率を改善するための戦略的な入れ替えだと位
置付けています。

成長投資と株主還元の両立

そのうえで、創出したキャッシュは、成長投資、株主還
元、財務健全性の維持にバランスよく配分しています。
2025年度は、堅調な利益成長と政策保有株式の売却
により創出したキャッシュに、資産売却や資金調達も組
み合わせることで、245億円の株主還元と584億円の成
長投資を両立しました。今後も、国内外の不動産開発、
環境・エネルギー分野、事業基盤強化に必要な投資を着

実に進めていきます。その際の財務規律として、D/Eレシ
オ0.8倍以下、DOE3.5% 以上、総還元性向70% 程度
を基本方針とし、機動的な自己株式取得も含めて自己資
本を適切にコントロールしていきます。2025年度末のD/
Eレシオは0.59倍であり、成長投資を継続しながらも財
務健全性を確保できていると考えています。

長期投資を支える財務基盤

当社が注力する分野の中には、浮体式洋上風力のよう
に、収益化までに時間を要するテーマもあります。だから
こそ私は、長期投資を支える財務基盤づくりが重要だと
考えています。建設事業の採算改善、工事収支の改善、

国内投資開発事業における循環型投資モデルの推進、そ
して政策保有株式の見直しを通じてキャッシュ創出力を
高め、その資金を将来の成長へ再配分していく。この循
環を着実に回していくことが、当社の財務戦略の本質です。

建設事業の収益力強化

そのため、当社の財務戦略では、まず事業の稼ぐ力を
高めることを出発点としています。建設事業では、案件の
採算性、規模、難易度、生産効率、ブランド価値などを踏
まえ、戦略的受注を徹底してきました。営業情報のDX
化によって提案力と顧客満足度を高め、粗利益の向上に
もつなげています。また、施工体制については、施工部門

へのフロントシフトや配置転換、キャリア採用、派遣活用
などにより現場力を強化し、2025年度は施工キャパシティ
を244名増強しました。加えて、労働生産性は当社単体
で前年度比191万円改善し、1,684万円となりました。こ
うした取り組みは、短期的な利益確保にとどまらず、当社
の競争力の源泉を強化するものだと考えています。

資産効率改善とROIC向上

次に重視しているのが、資産をより効率的に使うこと
です。2025年度のROICは改善したものの、目標であ
る5.0% 以上には未達でした。この点は率直に受け止め
ています。一方で、税引後営業利益率の向上に加え、建
設事業の採算性向上、有利子負債の削減、資産の入れ

替えが改善に寄与したことも事実です。今後は、ROIC
逆ツリーを活用しながら、未達要因である投下資本回転
率の改善を着実に進め、CCC 改善、不動産回転促進、
政策保有株式縮減などの具体策を通じて、ROIC の持
続的向上につなげていきます。

	•	 PBR改善に向けた価値向上のシナリオ
当社は、建設事業の収益力強化と資産効率改善によりキャッシュ創出力を高め、創出した資金を成長投資、

株主還元、財務健全性の維持にバランスよく配分することで、PBRの持続的改善と中長期の企業価値向上を
目指します。

PBR改善
ROEの改善 PERの改善

市場評価向上稼ぐ力の強化 資産効率改善

執行役員副社長
コーポレート本部長

山嵜 俊博

ROIC 目標未達要因

要　因 投下資本回転率の改善が
途上

対応策 CCC改善、不動産回転促
進、政策保有株式縮減

PBR（株価純資産倍率）の推移

ROICの推移

2022/3 2023/3 2024/3 2026/32025/3

0.68
0.89 0.77

1.1
0.72

1.5

1.0

0.5

0

（倍）

2022/3 2023/3 2024/3 2026/32025/3

19.48 19.34

11.59
12.31

20

16

12

8

（倍）

2022/3 2023/3 2024/3 2026/32025/3

1.9 2.3
3.2

4.3
3.5

5
4
3
2
1
0

（%）

税引後営業利益率：	2025/3 3.2%	  2026/3 4.1%
投下資本回転率：	 2025/3 1.00回	  2026/3 1.06回

ROIC目標
5.0%以上

 販売用不動産　  賃貸用不動産

1,942（2,384）※ 

1,991 （2,376）

1,610（2,434） 

1,400 （2,517）

1,246 （2,350）

2026/3

2025/3

2024/3

2023/3

2022/3

（億円）

保有不動産の推移 政策保有株式の売却推移

2027年以降 循環型へ移行

115

2024/32023/3 2025/3 2026/3 2028/32027/3

166 159
133

46.6%
200 200

2031/3

2031/3で 
対連結 

純資産比率20%未満へ

計441億円 計500億円以上
250

200

150

100

50

0

（億円）
50

40

30

20

10

0

（%）

20.0%

10.51

PBR（株価純資産倍率）の推移（倍） ROE（自己資本利益率）の推移 PER（株価収益率）の推移（倍）= ×

2022/3 2023/3 2024/3 2026/32025/3

3.5 4.8
7.3

10.1

5.9

12

8

4

0

（%）

※	（　）内は時価

468

593

358

156156

8383

1,474

1,398

1,252

1,244

1,163

財務戦略
資本のアロケーションとステークホルダーとの 
対話を通じて企業価値の向上を目指す

受注

施工能力

投資開発事業

工事収益

販管費
研究開発費

資本効率

ブランド価値

成長と稼ぐ力の
源泉

資本効率性の
改善

中長期の
企業価値向上

工事受注高

お客様満足度

完成工事高

 一人当たり消化高

投資開発事業売上高

投資開発事業利益

積算時工事利益

粗利益率

販管費率

技術開発投資

工事収支

投資・売却額

政策保有株式

CO2削減率

時間当たり労働生産性

全度数率・度数率

営業利益

投下資本

要素分解KPI

売上高

財務資本

非財務資本 実効税率

売上総利益

一般管理費

ROE

ROIC
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	•	 資金配分と実行規律

	•	 株主還元

	•	 ステークホルダーとの対話　ー市場評価を高めるー

　当社のBSマネジメントでは、資産効率向上、資本政
策、資本コスト低減、キャッシュ創出・フロー拡大を一体
的に進めています。建設事業の売上総利益率の向上、私
募リートの活用、政策保有株式や不動産など非効率資
産の圧縮・売却を通じて資産を入れ替え、適正レバレッ

ジによる資本コスト低減を図ります。株主還元について
は、DOE3.5% 以上、総還元性向70% 程度（機動的な
自己株式取得を含む）を方針とし、自己資本を適切にコン
トロールしながら企業価値向上を目指します。 　当社は、安定配当を基本としつつ、成長投資と財務健

全性とのバランスを踏まえて株主還元を実施します。
　今年度はこの方針に基づき、70億円の自己株式取得
と増配を行い、年間配当は1株当たり58円、総還元性向
は66.2%となりました。今後も株主還元方針に則り、株
主の皆さまへの継続的な安定配当の実施と機動的な自
己株式の取得により、財務健全性と資本効率を意識した
利益の還元を行ってまいります。

　IR 活動では、資本政策、利益率改善、成長投資の進捗などを継続的に発信し、投資家や株主の皆さまの理解促進
と市場評価の向上を通じてPER 改善につなげていきます。

　2025年度の IR 活動は、経営トップを含む IR 活動の
強化に取り組みスモールミーティングや、個人株主向け
の見学会を開催いたしました。また、1on1ミーティング
の回数を増やし、投資家や株主の皆さまとの接点を拡大
することで、中長期戦略への理解促進と信頼関係の構築

に努めました。これらの対話の中で、皆さまからいただい
たご質問やご意見は、経営層に随時フィードバックを行い、
開示情報の充実や当社グループへの資本市場における
評価や視点を取締役会等の議論に反映できる体制となっ
ており、企業価値の向上につなげています。

① 中期経営計画2027におけるキャッシュ・アロケーション

　当社は、事業から創出したキャッシュを、将来成長のため
の投資、安定的な株主還元、財務健全性の維持にバラン
スよく配分することを基本方針としています。建設事業の事

業基盤投資による短期的な稼ぐ力の強化と不動産開発投
資による中期的な成長を支える投資、さらに先行投資にあ
たる環境・エネルギーへの投資を計画的に行ってまいります。

② 投資テーマと回収イメージ

③ 投資審査委員会の活動

	• 投資プロセス
　当社では、一定規模以上の投資案件等について、起案
部門が情報および論点を整理したうえで、社内委員会で
ある投資審査委員会に付議しています。委員会では、会
計、財務、法務等の専門的かつ多面的な視点から案件
を審査し、主要会議に対して意見具申を行っています。

	• リスクマネジメント
投資審査では、投資目的、事業計画、回収の見通し、

契約条件および主要リスクなどを確認し、定量・定性の
両面から総合的に評価を行います。投資実行後は定期
的なモニタリングを実施し、必要に応じ把握した課題へ
の対応を提言し、投資規律の実効性向上に努めています。

キャッシュ創出・フロー拡大

適正レバレッジによる資本コスト低減
DEレシオ0.8倍以下
自己資本のコントロール

DOE 3.5%以上
総還元性向70%程度

（機動的な自己株式取得を含む）

中長期的な成長の実現 私募リートの活用 建設事業売上総利益率の向上 資金需要に応じた売却

非効率資産の圧縮・売却

事業戦略
資本コスト低減資産効率向上

※ 投資規律：投資審査委員会による審査、投資後のモニタリング

資本政策

不動産政策保有株式
国内外建設事業の事業基盤強化国内外の不動産開発・環境エネルギー分野への

成長投資
投資規律※

STEP 1

起案・情報共有

STEP 2

事前協議・論点整理

STEP 3

投資審査委員会開催

定量評価

IRRをWACCと比較するほ
か、ROIC、NPV等を元に収
益性を評価

定性評価
ESGへの貢献やシナジー等
のポジティブ面と、レピュテー
ションリスク等のネガティブ面
を評価

総合評価

定量のウエイトを高くしたうえ
で、両面から総合的に評価

STEP 4

主要会議報告

STEP 5

モニタリング実施

評価軸 モニタリング概要

• 投資実行後、審査対象案件について年1回の
モニタリングを実施

• 当初計画に対する達成状況を確認
• 計画を下回る案件について、要因および対応状況を確認
• 必要に応じて課題を指摘し、改善を促す

企業価値向上に向けて

私は、財務戦略とは単に資金を配分することではなく、
事業戦略を支え、資本効率を高め、市場との信頼関係を
築きながら企業価値を高めていく経営そのものだと考えて

います。今後も、稼ぐ力の強化、資産効率の改善、規律あ
る成長投資、安定的な株主還元を一体で進め、PBRの持
続的な改善と中長期の企業価値向上を実現してまいります。

資本市場との対話強化

さらに、私は資本市場との対話そのものも、企業価値
向上の重要な手段だと考えています。2025年度は、決算
ミーティング、個人株主向け見学会、アナリスト・機関投
資家向け説明会、株主アンケートなどを通じて、多様な
視点からご意見をいただきました。主な論点は、政策保
有株式の売却交渉状況と売却益の使途、株主還元方針、

ROE目標の達成状況、建設事業の利益率改善、海外事
業の資産効率、環境・エネルギー事業や浮体式洋上風力
の採算などです。これらの声は経営層に随時フィードバッ
クし、開示の充実や取締役会等の議論にも反映していま
す。今後も、当社の成長戦略と資本政策への理解をより
深めていただけるよう、対話の質を高めていきます。

26年度投資計画 投資計画 NET投資

事業基盤 
投資

技術 109 109
デジタル 48 48

人財 51 51

不動産開発
国内 438 164
海外 36 30

環境・ 
エネルギー

洋上風力 40 37
GX関連 23 26

機械・備品等 27 7
合計 773 472

区分 主な論点

資本政策
	• �政策保有株式の売却交渉状況と売却益の使途
	• 株主還元方針の動向
	• ROE目標の達成状況

建設事業
	• 受注、コスト、人的資本などの事業環境
	• 高利益工事の継続性と低利益工事の影響
	• 建築、土木の利益率の改善状況と継続性

TODA  
BUILDING 	• �今後の収益・利益への貢献見込みやリース状況

海外事業 	• �在外子会社の計画進捗状況や海外事業の資産効率

環境・エネルギー 
事業 	• �環境・エネルギー事業の状況と浮体式洋上風力の採算

投資テーマ 現在フェーズ 主な資金源 回収イメージ

国内外不動産開発 投資・回収循環 事業キャッシュ・保有資産売却資金 売却益・賃貸収益

環境・エネルギー 先行投資 保有資産売却資金、財務余力 中長期で収益化

事業基盤投資 継続投資 営業キャッシュ 採算・生産性改善

2025年度のIR活動 実施回数 当社対応者
決算説明会 

（アナリスト・機関投資家対象） 2回 社長
コーポレート本部役員

国内投資家等との面談 28回 担当執行役員
企画 IR部 IR課

海外投資家等との面談 40回 担当執行役員
企画 IR部 IR課

証券アナリストとの決算ミーティング 16回 担当執行役員
企画 IR部 IR課

個人株主向け見学会 1回 コーポレート本部役員／ 
担当執行役員／企画 IR部 IR課

アナリスト・機関投資家向け説明会 2回 
16名

社長／コーポレート本部役員／ 
担当執行役員／企画 IR部 IR課

株主アンケートの実施 年1回 企画 IR部 IR課

  配当総額    自己株式取得   配当額 

21/320/3 22/3 23/3 25/324/3

26 27 28 26 
20 

26/3

450

300

150

0

（億円）
60

40

20

0

（円）

キャッシュ創出

調整後営業利益＝営業利益−販売用不動産粗利益＋減価償却費＋事業基盤投資（費用分）

キャッシュ配分
機動的な資金調達 戦略的投資枠
有利子負債活用

投資計画
2,000億円

政策保有株式売却
500億円以上
保有資産売却

1,000億円

調整後営業利益
1,500億円

株主還元

法人税等

 その他
 環境・エネルギー
 不動産投資
 事業基盤投資
 前年度

投資進捗（累計） 
※ M&A除く

2026/3
（計画）

2025/3
（実績）

2027年度 中計

1,230

460 

208208  

27 1,357 

2,000 

68 359 
126126  

220220  

584 
474 

29 

63 

90 

80 61 80 84 86 90 
174 

70 

50 50 

30 

58 

還元方針 
DOE3.5% 
以上
総還元性向 
70%程度

（27/3月期 
1株当たり 
配当予想 
60円）

27/3 28/3

136 140 

244 

（億円） （億円）
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グローバリゼーション

	• �グローバル環境に適応して着実に成果発
揮できる「グローバル人財」の育成

常務執行役員
コーポレート本部

人事統轄部長

瀬尾 暢宏

当社グループは、「“喜び”を実現する企業グループ」を
ミッションとして掲げ、2031年の創業150周年に向け
2021年に策定した「未来ビジョンCX150」の実現に向
けた戦略を具体化するため、2025年度から2027年度
までの3カ年を対象とする「中期経営計画2027」を策定
し、グループ全体でその計画達成への取り組みを進めて
います。

経営戦略および事業戦略を実現させる主体は「人財
（従業員）」にほかなりません。人財戦略を投資と捉え、

対象領域として採用、人事制度、働き甲斐、人財開発、
グローバリゼーション、ウェルネス／ダイバーシティ・エク
イティ&インクルージョンの6領域を定めました。

今後、各領域が連動して施策を展開することで、経営
ビジョンの実現に資する高い価値を有する人財を継続的
に輩出することを目指しております。また、組織のあり方
の見直しや人財のアロケーションなどにより、施策の実
効性を高め、組織力および人財価値の最大化に向けた
取り組みを推進していきます。

当社は「人財こそ企業成長の基礎」という信念のもと、
優秀で多様な人財の採用を企業戦略の中核に据えてい
ます。持続的な競争力強化や社会的価値の創出、お客さ
まへの新しい価値提供の実現には、優秀な人財の獲得
が不可欠であると考え、長期的視点に立った計画的な採
用活動を推進しています。

建設業界を取り巻く環境が大きく変化する中で、当社
は建設技術のみならず、デジタル、環境、グローバルなど
多様な領域で高い専門性を持つ人財を求めています。特
に、自ら課題を発見し、主体的に解決へ挑戦する姿勢や、
多様な価値観・変化を積極的に受け入れる柔軟性、高
度な専門性や社会課題解決への貢献意欲を持ち、当社
の企業文化に共感できる人財の採用に注力しています。

新卒採用においては、1dayから長期まで多様なイン
ターンシッププログラムを通じた業界・実務体験や、リア
ルおよびオンラインでの会社説明会、キャリアセミナー、
現場見学会などを積極的に行うことで、学生との早期接
点を創出。業界理解と当社への理解を深め、相互のミス
マッチを防止する取り組みを進めています。

キャリア採用では、企業風土とマッチングしやすい従
業員によるリファラル（友人・知人紹介）に加え、人材紹

介会社・転職エージェントの活用により、多様で専門性
の高い人財の発掘・確保にも力を入れています。また、
2025年より新たにアルムナイ制度（企業同窓会制度）を
導入し、退職した方々が当社とのつながりを継続しながら、
情報交換や交流ができる場を提供しております。こうした
取り組みを通して、アルムナイの再雇用に繋げ、知識や経
験を活かした新たな価値の創出につなげています。

採用広報では、「TODA BUILDING」などの実績を通
じた社会課題解決への貢献を、YouTubeやInstagram
などの多様なデジタルチャネルで積極的に発信しています。
今後も、優秀で多様な人財の確保・活躍を通じて、持続
的な企業価値向上と社会貢献を実現していきます。

経営戦略•事業戦略の実現

採用戦略 人事制度の継続的改革 働き甲斐改革

	• �カルチャーフィットする人財の採用を推進
	• キャリア採用（リファラル等の活用）
	• �アルムナイ制度（企業同窓会制度）を導入

	• 人事制度・報酬水準の継続的な改善
	• �経営資源を最適化する組織変革と人財ア
ロケーション
	• 組織活性化を促す役職定年・選択定年制度

	• 成長実感・自律性の醸成
	•「Work in Life」の追求

人財開発

	• 自己発働型人財の育成
	• 次世代経営人財の継続的な輩出
	• 探索人財の育成
	• DX人財の育成

ウェルネス/ダイバーシティ・
エクイティ&インクルージョン

	• �従業員が心身ともに「健康」であり続ける
健康経営の推進

	• 従業員の多様なあり方・価値観の尊重

“次世代経営人財”の輩出

“自己発働型人財”の育成

人財戦略の全体像

※	労働生産性：付加価値額
（営 業 利 益＋総 額 人 件
費）÷従業員数（期中平
均、派遣社員等を含む）

人財戦略の指標
2023年度実績 2024年度実績 2025年度実績 2027年度中計目標

一人当たり労働生産性（万円）※ 1,284 1,493 1,684 1,750以上

2023年度実績 2024年度実績 2025年度実績
平均有給休暇取得率（%） 64.3 63.7 66.2
リーダーシップ開発関連研修 :1人当たり研修時間（時間） 20.5 28.7 19.9
ストレスチェック受検率（%） 94.3 96.7 96.3
女性管理職比率（%） 4.3 4.7 5.3
育児休業取得率（男女とも）（%） 100.0 100.0 100.0
障がい者雇用比率（%） 2.53 2.61 2.62

人財戦略
（人的資本投資）

人財の
アロケーション

人財の量・質の充足・
戦略的配置

組織開発
エンゲージメント・

組織力の向上

人事基盤の
進化

持続的な企業価値
向上を実現

人事制度刷新
2023年度より導入 人事制度の改善 人財リソース最適化

人事制度の基盤構築
評価および報酬制度等を刷新
働き甲斐と自己実現の基盤を構築

人事制度の継続的進化
刷新した人事制度を継続的に検証・改善を 
実施。最適な人財マネジメントへと進化

組織変革・人財アロケーション
全社最適の組織体制とすることでフロントラインに力
を結集し、プロジェクト消化能力を高める

2024年度
実績

2025年度
実績

2026年度
予定

2027年度
計画

新卒採用者数 158名 185名 204名 217名

インターンシップ参加者
数のうち内定承諾率（%） 17.9% 21.4% 20.4% 21.4%

女性採用比率（%） 25.3% 22.8% 22.5% 29.5%

キャリア採用比率（%） 34.2% 28.6% 19.7%※ —

入社3年後定着率（%） 94.3% 
（2022入社）

90.4% 
（2023入社） — —

※	 2026年7月1日時点

当社では、従業員が働き甲斐を感じて自己実現できる
よう、2023年度に人事制度を刷新しました。新たなミッ
ション・グレード制度では、年功的要素を廃止、役割や
貢献度に応じた実力主義の等級・報酬制度としています。
これにより若手の抜擢や適所適材の配置を進め、組織
全体の活力向上を図っています。一方でシニア職も70歳
まで雇用可能とし、役割に応じた報酬水準とするなど処
遇を改善しています。

さらに、市場競争力を意識して初任給を含む報酬水準
を向上させ、優秀な人財の獲得と定着を目指しています。
2026年より高度な専門性を保有する社員を対象にエキ
スパート・ジョブ群を新設し、持続的な企業価値向上の
基盤としています。

　今後は、刷新した人事制度の改善を図りつつ、従業員
の成長と挑戦を支える制度改革を進め、人財戦略をさら
に強化していきます。特に全社最適の組織を目指してバッ
クオフィスを効率化・最適化し、「フロントラインへの人財
シフト」を推進することで、現場の最前線で活躍する人財
を増強し、全社一体で現場力を高め、経営資源の最適化
と環境変化や顧客ニーズに柔軟かつ迅速に対応できる
現場対応力の向上を実現し、市場における競争力の強化
と、お客さまのさらなる満足度向上につなげていきます。
2025年には現場勤務手当の増額をはじめとする作業所
勤務者の処遇改善を実施しました。「誇りを持てる処遇」
を実現し、現場で働くことに意義と誇りを感じ、エンゲー
ジメント向上の実現を目指しています。

	•	 採用戦略

	•	 人事制度の継続的改革

人財戦略
人財への投資拡大による 
人財価値の向上
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2023年度 2024年度 2025年度
総実労働時間（時間）※1 2,052 2,030 2,016

平均時間外労働時間（時間）※2 17.8 15.3 14.1

平均有給休暇取得日数（日）※3 12.9 12.7 13.2

平均有給休暇取得率（%）※3 64.3 63.7 66.2

従業員一人ひとりが日々の仕事に働き甲斐を感じて、
気持ちを一つにチャレンジ精神を持って活き活きと仕事
に臨むことができる環境を構築することで、新しい価値が
生み出されます。

当社では、従業員一人ひとりが思い描く理想の「ライフ
（人生）」を実現する手段の一つとして「ワーク（仕事）」
を考え、家族や趣味、学びなどの手段とともに、より自分
らしく、充実した働き方を選択する「Work in Life」の
考え方を重視しています。

2024年度から適用された時間外労働の上限規制へ

の対応にとどまらず、労働生産性の向上により限られた
時間で高い付加価値を創出できる働き方を目指して、総
実労働時間の短縮や休暇取得の促進などの取り組みを
全社的に推進しています。

また、年3回の従業員エンゲージメント調査を実施する
ことで、タイムリーな現状把握および改善施策の早期実
施に努めています。

今後も引き続き、従業員が「Work in Life」を追求し
て、日々の業務に働き甲斐を実感できるような環境づくり
を進めていきます。

職
種
別
研
修（
建
築・土
木
）

G
ATE

（
社
内
ベ
ン
チ
ャ
ー
制
度
）

リ
カ
レ
ン
ト
教
育

デ
ー
タ
ア
ン
バ
サ
ダ
ー
研
修

ア
プ
リ
開
発
研
修

経
営
層
向
け

研
修語

学
研
修（
英
語・日
本
語
）

キ
ャ
リ
ア
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
面
談

キ
ャ
リ
ア
研
修（
中
途
入
社
）

自己発働型人財の育成

当社は「人財の価値創造」を実現するため、「自己発働
型人財」の育成に注力しています。自己発働型人財とは、
当社の未来ビジョンCX150に掲げる「価値のゲートキー
パー」※そのものです。社会の変化を敏感に捉え、お客さ
まの潜在ニーズに対して情報や価値を新たに組み合わせ
ることで、企業の持続的成長の源泉となるイノベーション
を創出します。その育成のため、新入社員から年次研修
に至るまで、キャリアの早期段階から自己発働のマインド
と実践を促すプログラムを実施しています。また、既存の
枠を超えた挑戦を称える表彰制度を設け、功績に報いる
ことで従業員の意欲を高めています。従業員の挑戦を尊
重・支援し、挑戦と成長の好循環を生み出す環境を整え
ることで、個々の成長を尊重し、組織全体の価値創造へ
とつなげていきます。

次世代経営人財育成/サクセッション•プラン

当社は、ミッション実現を牽引する「次世代経営人財」
の継続的な輩出が、企業価値向上の要であると考えてい
ます。その実現に向け、2025年度までに常時50名規模
の次世代経営人財候補者プールを構築するという明確
な目標を掲げ、これまで99名の育成を実施してきました。
2026年度よりMBA 知識の習得を中心とした課長級選
抜研修を新設し、明確で実行力のあるサクセッション・プ
ランを策定しながら、サステナブル経営の基本となる人
財育成を継続していきます。

育成の中核となるのが、各事業本部から選抜されたポ
テンシャル人財への「伴走型コーチング」です。人事統轄
部のキャリアコーチによる定期的な1on1を通じて経験

からの学びを最大化し、経営視点を持つ人財へ育成して
いきます。さらに、この育成体系は社長の後継者計画と
緊密に連携しています。あわせて本部長などの主要ポス
トにおいても計画的な後継者育成を進めることで、強固
なコーポレート・ガバナンス体制と持続的成長を確実な
ものにしていきます。

※1  総実労働時間：管理監督者や派遣社員を含む。
※2  平均時間外労働時間：管理監督者や派遣社員を含まない。
※3  平均有給休暇取得日数と同取得率：管理監督者を含み、派遣社員を含まない。

過去3年実績

自己成長の実現に向けた「チャレンジ精神」の醸成
 実力主義による抜擢、適所適材の配置
 報酬水準の向上による優秀人財の獲得・定着

働き甲斐改革に向けた施策

「Work in Life」に着目した柔軟な働き方の実現
 フレックスタイム制（コアタイムなし）
 時間単位の年次有給休暇制度
 テレワーク制度
 オフィス環境の整備

自己 
実現

働き 
やすさ

新たな 
価値の
創造

部次長級
以上

社外派遣研修

工事長研修（対面・OL）

新任課長級研修（対面・OL）
作業所主管1級研修

JICA×TODA
青年海外協力隊
TOCVプログラム

新任課長代理級研修（対面・OL）
作業所主管2級研修

6年次研修（OL）

3年次研修（対面）

課長級 
主管1級

課長代理級 
主管2級

主任級

係員級

TM5-8

MM4
PM4

MM3
PM3

MM2
PM2

MM1
PM1

OJT制度 メンター制度
新入社員研修（対面）

グローバル人財研修
Excedo/Versant

国際大学 対面

OL

伴走型コーチング支援

ポテンシャル
人財の選出

	• 伴走型社内コーチング支援
	• 経営視座の向上プログラム
	• 経営戦略と部門実行計画の接合を実践
	• 統轄部や支店等の大規模組織運営経験

自己発働型人財のイメージ
当社の

目指す姿
「価値の

ゲートキーパー」を
担う人財

目標設定
	• 明確な目標を設定

	• �アクションプランの
作成

※	P28参照

	•	 働き甲斐改革

	•	 人財開発
基本的な考え方

　中期経営計画2027では、事業基盤強化投資460億
円のうち、人財投資として3年間で累計120億円を計画
しており、これは前中計の23億円から大幅な増額となり
ます。この計画は、人財を最重要の経営資源と位置付け
る当社の強い意志の表れであり、特に現場を支えるフロン
トラインに焦点を定め、従業員の成長実感と自律性を促
す人財育成を進めていきます。

具体的な取り組みとして、まず階層別研修では各階
層の連続性を意識した設計としています。若手層に対し
ては、自律性を育む「自己発働型社員」の輩出をテーマ
に研修を展開し、個々の強みを活かし周囲へ好影響を
波及させられる自律的人財の育成に注力しています。管
理職層には、PM 理論に基づくマネジメント手法とヒュー
マンスキルの習得を軸としたリーダーシップ開発研修を
実施し、組織力の最大化を図り円滑なコミュニケーション
を促す組織風土を醸成する次世代リーダーを育成して
います。

今後は経営人財への育成パイプラインを強固なものと
するべく、早期の選抜研修の実施等を通じて、継続的か
つより高度な次世代経営人財の輩出を目指します。

研修体系について

当社は「多様・多彩な人財を育成・確保し、事業基盤
を強化する」を人財開発の基本方針に掲げています。こ
の方針のもと、育成の主軸であるOJTでは、入社早期か
ら責任ある広範な業務を任せることで、主体的な課題解
決力と能力向上を促しています。 Off-JTでは、現行職務
のスキルアップ研修に加え、個々のキャリア志向に応じた
選択型プログラムを整備し、中長期的な成長を支援して
います。特に、周囲に好影響を与えるリーダーシップの早
期開発に注力するとともに、管理職層には体系的なマネ
ジメント教育を実施し、適正な組織運営を推進しています。
さらに、「学び」の習慣化と高度な専門性の習得による人
財価値・競争力の強化に向け、公的資格や免許、博士号
の取得補助制度を拡充しました。対象は現在180種以
上にのぼり、一級建築士などの重要資格については入社
前の取得費用も補助対象としたほか、資格手当を新設し
支給しています。

階層名

TOEIC

語学 階層別研修 選抜研修 目的別研修

次世代経営人財育成 
〜伴走型コーチング〜

部門経営者研修（対面・OL）

課長選抜研修

50歳

40歳

30歳

DX研修

自己認識
	• 強みと弱みの理解

	• 価値観の理解

内省と継続的成長
	• �内省を通じて、成長
のサイクルを継続

リーダーシップと
影響力

	• �他者へ影響力を発
揮し、リーダーシッ
プスキルを磨く

実践とフィードバック
	• �実務で実行すること
で経験を蓄積

学習とスキル習得
	• �必要な知識やスキ
ルを学ぶ

人財の育成・開発に関する実績
2023年度 2024年度 2025年度

リーダーシップ開発関連研修：
1人当たり研修時間（時間）

（下段：受講者数（名））
20.5

（450）
28.7

（676）
19.9

（668）

研修費（百万円） 67 68 64

※ 算式や詳細はP26、41に記載

2025年度（実績）2027年度（目標）

1人当たり労働生産性（万円） 1,684 1,750以上

労働生産性の実績・目標

750

700〜

650〜

600〜
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DX人財の育成

DXを通じた価値創出を支えるため、社員一人ひとり
がデジタル技術やAIを正しく理解し、実務に活かすため
の教育体制を整備しています。経営層がデジタル活用の
方向性を示し、社員がそれぞれの業務課題を起点に変
革を実践していくため、経営層向けのデジタルリテラシー
研修、データ活用やアプリ開発などの実践型研修、デジ

タル時代に求められる高度な知識や視点を体系的に学
ぶリカレント教育などを、役割や習熟度に応じて展開し
ています。加えて、e-ラーニング講座や生成AIパスポー
トの取得支援を通じて、全社員のDX・AIリテラシー向
上を図り、組織全体で自ら課題を捉え、デジタルの力で
解決策を生み出せる人財の育成を進めています。

新事業領域の探索と挑戦を牽引する人財の育成

	• 制度の概要と特徴
当社は、事業創出と中長期的な人財育成を目的とし

て、2022年度より社内ベンチャー制度（プログラム名
称“GATE”）を導入しています。本制度は、従業員が提
案した新規事業案に対し、会社が予算や施設、バック
アップ体制を提供して事業化・会社設立を目指すボトム
アップ型の公募プログラムです（イノベーション本部が
主導）。採択された従業員はプログラムへの参加を通し
て、新規事業に明るい外部パートナーによる研修やメン
タリングのサポートを受けることができます。新規事業
への情熱を持ち続けられるように会社が伴走支援する
点が特徴です。

	• 3年間の実績と制度の強化
本格始動から3期を経て、累計約100件の応募から

6チームが最終審査を通過し、現在3チームが事業化に
挑んでいます。

2025年度からはグループ会社へ対象を拡大し、経
営課題に連動したテーマを設定して制度を強化しており、

「建設人材」や「施設管理」領域で新ビジネスが形にな
り始めています。

また非通過者へのメンタリング等を通じ、社内にイノ
ベーターコミュニティを形成し、人財の層を厚くしていき
ます。

	• 人財開発のプラットフォーム
本制度は、「未来ビジョンCX150」の体現に向け、新

事業の創出・推進を主導できるリーダーを育成する重要
なプラットフォームです。ビジネスのリアルな課題に向き
合い事業化に挑むプロセス自体が、経営者目線を持った

「自己発働型人財」を育てる仕組みとして機能しています。
今後も挑戦をたたえる組織風土を醸成し、次世代の当社
を担う人財の計画的な育成を推進します。

プログラムの全体イメージ
社内ベンチャープログラム GATE エクステンション

全体
進行

告
知 社内公募

顧客・課題検証
ステージ

一
次
審
査

ソリューション検証
ステージ

二
次
審
査

最
終
審
査

プレシード
ステージ

シードステージ

2カ月程度 5カ月程度 5カ月程度 最大1年

件数 10件程度 5件程度 1件程度〜100件

実施
施策

応募前研修
	 各種ビシネス知識研修
	 生成AI研修
	 アイデア壁打ち会

通過者向け研修
	 顧客ヒアリング研修
	 プロトタイプ研修

通過者向け研修
	 事業計画研修
	 プレゼン道場

メンタリング伴走支援※

2週に1回程度のメンタリング・ベースメイク
メンタリング伴走支援※

（必要に応じて）

※ �メンタリングとは、社外のパートナーが各事業
案を伴走しながら成功に導くための支援です。

人事 個人活動
業務時間外に推敲

インキュベーション室にて兼務
20%のエフォート率とする

インキュベーション室に
配属（応相談）

法人設立
あるいは社内事業化

※派遣元国：タイ・ベトナム・インドネシア・ミャンマー・スリランカ・ニジェール・コートジボワール・ベナン

第1〜4期 第5期生 第6期生 第7期生 第8期生 第9期生 第10期生 第11期生 合計'20~'23年度 '24年度 '25年度 '26年度 '27年度 '28年度 '29年度 '30年度

海外職員 
研修（名） 26 2 4 5 6 6 6 6 61

AIやデジタル技術の可能性とリ
スクを理解し、経営判断に活か
すための視点を養う研修です。
経営層自らがDXの方向性を示
し、各部門の変革を後押しする
ための知識と判断力を高めます。

東洋大学情報連携学部（INIAD）
と連携し、デジタル時代に求め
られる高度な知識や視点を体
系的に学ぶ教育です。実践的
なデジタルスキルの習得を通じ
て、変革を自ら推進するための
思考力・構想力・自走力を養い
ます。

グローバル人財の育成

当社は中期経営計画2027の重点事業である海外事
業の推進に向け、「語学力・自己発働思考・異文化理解
力」を備えた「グローバル人財」の育成に注力しています。
具体的には「人財のフロントシフト」を掲げ、海外現地ス

タッフの日本での実地研修や登用基準の明確化、国際
大学等との産学連携による育成強化を進めています。こ
れらの取り組みにより、TODAグループ独自の「突出価値」
を創出する人財基盤を確立します。

	•	 グローバリゼーション

海外職員研修

海外事業の未来を担う経営幹部育成のため、現地ス
タッフを対象とした1.5年間の来日研修を実施し、これま
で6期が修了しました。研修生は日本語や当社の強みで
ある施工技術を現場で学ぶほか、日本の商習慣やビジョン
を体系的に理解し、多角的な視点を養います。ここで得
た知識と経験は、彼らが母国で新たな価値を創造する原
動力となります。今後もグローバル人財への投資を続け、
世界への価値提供に貢献します。

青年海外協力隊への従業員派遣

40年以上のODA 実績を活かし、グローバル人財の
育成に注力しています。その一環としてJICAと連携し「青
年海外協力隊」への従業員派遣制度を2025年4月に開
始しました。語学力や自己発働思考、異文化理解力の習
得が目的です。第1期生がベナンで活動を開始しており、
今後はセネガルへの継続派遣も計画しています。開発途
上国での課題解決を通じ、グローバルマインドとビジネス
スキルの習得を目指します。

業務課題の解決につながるア
プリ開発の基礎から実践まで
を学ぶ研修です。ノーコード・
ローコードツールなどを活用し、
開発の考え方や進め方を身に
つけることで、デジタルを活用し
た改善や価値創出を自ら形に
する力を育みます。

データの見方·扱い方から、分
析、業務への活用までを実践的
に学ぶ研修です。データに基づ
いて課題を捉え、より良い判断
や改善につなげる力を養い、各
部門におけるデータ活用を推進
します。

イノベーターコミュニティ形成

プレシードチーム
GATE参加者

非通過者

関心層

未認知層

	• GATEを通じた事業化推進
	• 外部専門家による支援

	• 外部専門家による支援

	• 勉強会・講演会など

	• 認知拡大施策

経営層向けデジタルリテラシー研修

アプリ開発研修

リカレント教育

データアンバサダー研修

海外建設人材事業

施設管理クラウド「RAKU-PLATTM」
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ウェルネスに関する取り組み

	• 健康経営施策の推進
当社グループは、持続的に成長し続けるためには、従

業員一人ひとりが心身ともに健康であり、安心して働け
ることが不可欠であると考えています。専門性や技術力、
現場での判断力、協働する力といった人的資本は、当
社グループならではの「突出価値」を生み出す源泉であ
り、その基盤を支える取り組みとして「健康経営の推進」
を重要施策に位置付けています。その中核を担うのが、
産業医・社内保健師を中心とした健康支援室です。

健康支援室は、従業員の不調に対応するだけでなく、
人的資本を守る戦略部門として、誰もが安心して働き
続けられる環境づくりを進めています。

「こころ」の健康については、メンタルヘルス講習会の
開催、精神科産業医と保健師による個別面談、外部相
談窓口の活用に加え、「キャリア相談」窓口を設置し、
キャリアやウェルビーイングまで見据えた支援を行って
います。
「からだ」の健康については、定期健康診断後のフォ

ローアップ、自社保健師による特定保健指導、睡眠課題
への全社施策、健康意識向上イベントなどを実施する
とともに、「治療と仕事の両立支援」の相談窓口を設け、
健康と働くことのバランスを支えています。こうした取り
組みを通じて、従業員の力を最大限に引き出し、持続的
な企業価値向上につなげていきます。

	• 健康経営優良法人2026の認定
健康経営優良法人認定制度は、地域の健康課題に

即した取り組みや、日本健康会議※が推進する健康増
進活動をもとに、特に優れた健康経営を実践している
法人を顕彰する制度です。

当社は、経済産業省および日本健康会議が共同で実
施する「健康経営優良法人2026」に認定されました。 ※	国民一人ひとりの健康寿命延伸と適正な医療の推進について、民間組織が連携し、行政

の全面的な支援のもと実効的な活動を行うために組織された活動体

仕事と育児の両立

当社は、性別に関わらずすべての従業員が安心して仕
事と育児を両立でき、その能力を最大限に発揮できるよ
うな環境整備を進めています。

特に、多様な働き方の実現やジェンダー平等の観点か
ら、男性従業員の育児休業取得促進に向けたサポート
体制を強化しています。本人・上長への事前の制度説明
や面談を通じ、正しい理解のもと相互に安心して育児休
業を取得できるよう取り組んでいます。

その結果、男性従業員の取得率は2020年度から6年
連続で100%を達成しています。

また、2022年10月には法定の「出生時育児休業（産後
パパ育休）」に加え、特別休暇を取得できる当社独自の制

度を導入したほか、2024年10月からは不妊治療を目的と
して失効した年次有給休暇を取得できる制度（ライフサポー
ト休暇）を新設するなど、制度拡充を継続的に進めています。

2026年には次世代育成支援対策推進
法に基づき、仕事と育児の両立に取り組む
子育てサポート企業として、厚生労働省か
ら「くるみん認定」を受けました。

障がい者雇用の促進

当社では障がい者個々が職場に適応・定着できるよう
障がいの状態に配慮した雇用条件や職場環境を用意し、
個々の能力を考慮した仕事・職場の提供に努めるなど、
継続的に障がい者雇用の促進に取り組んでいます。また、
特別支援学校高等部の生徒を中心に企業就労を目標と
した職場体験実習の受け入れを行っています。毎年、知
的障がい者の新たな雇い入れを行い、事務作業や清掃
などを行うビジネスサポートセンターにおいて、職域拡大

や雇用定着に努め、真のノーマライゼーションの定着に
向けて取り組んでいます。

障がい者雇用率の推移
 法定雇用率　  個別（%）（各年6月1日時点）

2024 2025202320222021 （年度）

当社グループは、従業員一人ひとりが心身の状態や
働き方について安心して相談できる環境を整えるととも
に、健康を重要な経営基盤の一つと位置付け、健康支
援室を中心に各種施策を推進しています。従業員の心
身の健康を支え、誰もが安心して力を発揮できる職場
環境を整備することは、人的資本の価値を高め、持続
的な成長を支える重要な取り組みであると考えています。

また、従業員の多様な価値観や能力こそが、顧客や

社会の多様化するニーズを的確に捉え、新たな価値を
創出する源泉であると考えています。そのため、性別、
LGBTQ+を含む性的マイノリティ、国籍、人種、宗教、
スキルなど、様々なバックグラウンドを持つ人財が活躍
できるよう、人権方針の策定や、より働きやすい職場環
境の整備など、多様性を尊重し包摂する取り組みを推
進しています。

	•	 ウェルネス／ダイバーシティ•エクイティ&インクルージョン

女性の活躍推進

当社は、多様な人財が活躍できる「働く喜びを感じる
職場づくり」を重要課題とし、人的資本経営を推進して
います。女性社員の活躍推進においては、キャリア形成と
就業環境の両面から支援を強化しています。

特に、女性経営者育成支援研修や大学講座等への派遣
や他社交流を通じて、次世代を担う人財育成に注力してい
ます。また、育児休業後の「ならし保育休暇制度」や「法定
以上の時短勤務制度」を整備し、ライフプランに応じた柔
軟な働き方を支援しています。新たな人事制度「ミッション・
グレード制度」では、従来の年功的要素を排除し、役割や
貢献度を重視することで、女性の管理職比率向上を後押し
しています。これらの取り組みの結果、2025年度には女性

管理職比率が前年の4.7%から5.3%に向上しました。
2023年には女性の活躍推進に関する取り組みの実施

状況が優良である企業として、「採用」「継
続就業」「労働時間等の働き方」「管理職
比率」「多様なキャリアコース」の5つの基
準をすべて満たし、厚生労働省から「える
ぼし認定」の最上位（3つ星）を受けました。

LGBTQ＋に関する取り組み

当社では「性的指向」「性自認」に関する差別の禁止を
就業規則に明示し、関連する一切のハラスメント行為を
禁止するべく、社長声明を発出しています。2021年度に
は同性パートナーシップ制度の導入や「LGBTQ＋ガイ
ドブック」を発行し、ALLY（理解者）の輪を広げるための
オリジナルALLYシールを希望者に配付もしています。ま

た、無記名の意識調査の実施や研修
など、多様性への理解を深める取り組
みを継続的に推進した結果、企業の
LGBTQ＋に関する取り組みを評価
する「PRIDE 指標」にて、最高評価の

「ゴールド」認定を受けました。

2.3%
2.5%

2.612.532.47
2.36

2.62

女性従業員の登用状況
2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

女性従業員比率（%） 16.2 16.4 17.0 17.6
女性管理職比率（%） 3.7 4.3 4.7 5.3
女性役員比率（%）※ 16.7 16.7 22.2 18.1

※	女性役員比率：取締役および監査役に占める女性の割合。

※	（ ）内は取得率（%）。

育児休業制度の利用者数と取得率
2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

男性（名）120（100）122（100）141（100）123（100）130（100）107（100）​

女性（名） 22（100） 21（100） 20（100） 25（100） 24（100） 28（100）​

PRIDE指標「ゴールド」

1 2 3

1 	保健室における個別相談の様子
2 	現場における健康講習会の様子
3 	アスリート社員を講師に招いてのストレッチ講座

の様子
4 	国際女性デーイベント展示（生理痛体験会）
5 	治療と仕事の両立支援ガイドは「ご本人向け」 

「上司の方向け」「周囲のメンバー向け」の3パターン
を作成
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品質·環境

　品質管理では、お客さまや社会へ納得いただける品質を
目指してご要望を把握して設計・施工に反映していきます。
その過程で、引き渡し後の安全性や使い勝手、耐久性等、
様々な観点でも確認して、長く安心してお使いいただける建
設物をご提供することで、ご期待に応えるよう努めていきます。

環境管理では、法規制等の順守はもとより、温室効果
ガスや建設廃棄物の削減を通して、社会課題である低炭
素社会、循環型社会の実現に貢献していきます。
「不具合やトラブルを抑制すること」に加えて「万一発生さ

せてしまったら誠実に正しく対処すること」、さらには同じ失敗
によってお客さまや社会へご迷惑をおかけしないための「再発

防止」を重要視し、右
図に示す管理システム
を運用してお引渡し後
も含めた建設プロジェ
クトの川上から川下ま
で、設計者や作業所の
みではなく本社や支店
スタッフが各段階で参
画し、より多くの眼で
不具合の予防や再発
防止、課題解決、要望や問い合わせへの対応を行っています。

安全品質環境管理本部の役割

安全品質環境管理本部は、建築や土木等の事業本部
とは独立した本部として、2025年3月に新設されました。

従来、建築、土木、戦略の各事業部門が、独自の仕組
みを構築して管理を進めてきた安全・品質・環境管理の
考え方は踏襲しながら、会社全体を俯瞰した時の問題点
や課題、あるいは各事業本部の活動のほかの領域での
活用の可能性などを、部門横断的な視点で確認し、作業
所をはじめとする最前線が効果的な行動をとれるように
対応していきます。

また、社会状況の変化や要求事項の多様化、AIの急
速な発展により仕事のやり方や志向の変化など、常に変
化する状況の中で従来どおりの管理方法が正しいのかと
いうことも含めて確認していく必要があります。

不動産事業、エネルギー事業や技術開発製品等の領

域についても、その製品保証などを明確にする必要もあ
ります。

それらを、各事業本部と情報共有し、協働して進めて
いくのも当本部の役割です。

執行役員
安全品質環境管理本部長

池田 寛

当社においては、安全・品質・環境の確保・保全は経営
基盤安定の前提となる、最も重要な管理項目として位置
付けています。

労働時間の削減や担い手不足への対応と、生産性向
上の課題の中で、法規制やルールの順守、人権の重視の
重要性はいっそう高まり、企業に対するステークホルダー
の期待や要求はますます多様化しています。

このような社会環境の中で、安全・品質・環境の管理を
一つひとつ着実に行っていくことは、お客さまや社会から
の期待と信頼に応え、企業を発展させていくために必要
不可欠であると考えています。

当社においては、社長方針にSQE 基本方針を設定し
て、作業所をはじめとする前線と、支店、本部が共通の
認識のもとで、活動を進めています。

企業活動への影響

戸田建設のSQEの歴史 当社は建設業界の中でも先駆者として、安全・品質・環境への取り組みを積極的に進めてきました。

1970 1980 1990 2000 2010 2020

19
73

安全衛生管理規程 制定

当社事業場における安全衛生管
理の規範となる規程文書を制定 20

00

国内建設業界初
ゼロエミッション達成
混合廃棄物分別の徹底等により、
埋立処分ゼロを達成

19
88

労災共済会 設立

当社事業場において労働災害を
被った会員に対する共済活動を
目的とした共済組織を設立 20

04

CS推進部設置
「建物カルテ」により一元管
理された情報を活用して、竣
工後建物の保全業務を実施

19
91

「戸田建設は他社よりも
高い品質を提供する」を提唱
お客さまに信頼され、満足される高品質な建築物およ
び土木構造物の提供に積極的に取り組み、より良い社
会資本の形成に貢献することを社長方針として提唱 20

15

安全管理統轄部 設置、 
危険体感施設 開所
安全衛生体制の強化を目的に安
全管理統轄部を設立、また社有
地に危険体感施設を開所19

95

建設業界初 ISO9001認証取得

東京支店建築部門および本社建築設計部門で認
証を取得、以降1997年までに全店で認証を取得 20

18

「安全ポータル」
運用開始
災害情報や労務管理を集約した
安全管理の統合システムを独自
に開発して運用を開始

19
74 災害防止協力会連合会 設立

各支店の災害防止協力会を統合する連合
組織を設立 20

03 戸田建設労働安全衛生マネジメントシステム
（TODA-OHSMS）導入

厚生労働省のOHSMS指針および建設業
労働災害防止協会のCOHSMSガイドラ
インを参考に、独自の仕組みを構築・導入

19
90 全国連合利友会 設立

当社および会員相互の連絡協調
や親睦等を目的に各支店利友会
を統合する連合組織を設立

20
13 お客様センター設置

お客さまからの要望や問い
合わせへの円滑な対応を目
的として設置

19
94 戸田建設

地球環境憲章制定
地球環境問題に警鐘を鳴らし、地
球環境を円滑に次の世代に引き
継げる「持続可能な開発」による
未来社会づくりへの貢献を宣言

20
17 「安全は、単なる優先順位ではなく、

中心となる価値である」提唱
すべての企業活動（行動）において安全を
中心に据えるという考え方を提唱19

99 全店でISO14001
認証取得
2月に東京支店建築部門お
よび本社建築設計部門で
認証を取得、以降1999年
中に全店で認証を取得

20
25 安全品質環境

管理本部を新設
安全・品質・環境を重要な
管理項目と改めて位置付け、
各事業本部を横断的に管理
する組織として新設

直轄部門 建築事業
本部

土木事業 
本部

戦略事業 
本部

グループ
会社

支店コーポレート本部

イノベーション本部

安全品質 
環境管理本部

作業所

FB

設計図書
法的その他
要求事項

品質管理システム
環境管理システム

建物カルテシステム

保全情報

FB

設
計

保
全

施
工

お客さまとの協議

お客さまからの 
要望対応

設計

作業所検討会

課題解決

施工管理

検査

引渡し

安全

当社は、「安全第一」「安全はすべてに優先する」を進化
させ、さらなる労働災害の防止・撲滅に向けて、「Safety is 
not just a priority but a CORE VALUE（安全は、単
なる優先順位ではなく、中心となる価値である）」、即ちすべ
ての企業活動（行動）において安全を中心に据えるという考
え方を基本とすることを、2017年に社長が表明しました。
具体的には、受注活動においては、不適正な工期、不適切
な金額での受注を回避する。設計活動においては、安全に
施工、安全に使用できる設計を行う。施工活動においては、
作業内容を把握し、リスクアセスメントにより危険を洗い出
し、防止する対策を策定したうえで施工する。管理部門に
おいては、安全で快適に働くための労働環境を整備する等、

すべての部門において各段階で安全を基本に据えて活動し
ていくことを意味します。特に工事では、コスト・工期の逼
迫を言い訳にすることなく、必
要な安全施設を省かない、近
道行為や省略行為といった不
安全行動を見逃さないことが重
要と捉えています。
　この考え方に基づいてすべて
の社員が行動することにより、
安全性ナンバーワン、生産性ナン
バーワンの企業として価値を高
めていくことを目指しています。

SQE基本方針
1.�安全は中心となる価値と捉え、事業場で働くすべての人の生命と健康を守り、安全で快適な職場環境を実現する
2.�納得いただける品質を提供することに真摯に取り組み、社会やお客様の高い信頼を得る
3.�すべての事業活動において環境課題の解決に取り組み、持続可能な未来を築く

	• 協力会社満足度の向上
	• 担い手の確保
	• 生産性の向上

	• 対応コスト削減
	• 生産性阻害の防止

	• レピュテーション向上

	• 顧客満足度の向上
	• 良質な建設物の提供

アウトプット

	• 財務指標の向上
	• 受注高、完成工事高
	• 利益額
	• 営業CF

	• 社会への貢献
	• 安全・安心な社会基盤構築
	• 地球環境・地域環境保全

	• 工事受注への貢献

アウトカム目標

	• �労働災害件数削減 
（死亡・重大災害） 
（度数率・休業度数率）

	• 重大不具合ゼロ
	• 工事成績評価の向上
	• 初期不具合の抑制

	• 重大不具合ゼロ
	• 温室効果ガス削減
	• 建設廃棄物削減

安全

品質

環境

建設プロジェクトの主なプロセスと 
管理システムの活用（概念図）

安全・品質・環境
最重要な項目として管理し、 
経営基盤の安定を図る
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イノベーション本部体制

イノベーション本部は、社会・環境の変化を見据え、将
来像を明確に示すとともに、社会課題の解決に向けた新た
な価値創造を牽引していきます。技術の創出から開発、実
用化、社会実装までを一貫して推進する体制のもと、独自
性の高い突出価値を継続的に創出します。

当本部の活動は、深化（「技術開発統轄部」）と、探索（「イ
ノベーション推進統轄部」）の二つの機能で構成され、「深
化と探索の両利き」の実践で、持続的な成長を支えます。
「技術開発統轄部」は、「技術研究所」（建築・土木中心

に研究開発を推進）と「知財・技術最適部」（保有技術一
元管理および活用の全社最適）で構成され、あわせて洋上
風力発電事業における風車の大型化・量産化に向けた技
術開発や、当社の環境活動の推進といった重点領域も本
部直轄部門と共に担います。

「イノベーション推進統轄部」は、成長が期待されるス
タートアップ投資支援、社内ベンチャー育成、新技術事業
化推進、洋上風力発電事業の包括的戦略策定などの支援
機能とともに、エンゲージメント向上や社会活動に関する
ESGB※施策を推進しています。

技術研究開発の動向と中長期戦略

研究開発部門では、中期経営計画2027の重点目標で
ある「確固たる強みの見極めと展開」の実現に向けた戦略
に基づき研究開発を推進しています。また、経営資源を有
効活用する全社最適の観点から、建設産業共通の課題に
ついては、「協調領域」として建設RXコンソーシアムの活
用などにより研究開発の効率化を図っています。一方、差
別化を図るべき「競争領域」については、確固たる強みと
して確立すべく独自に取り組むとともに、筑波技術研究所
の施設整備を通じて研究開発基盤の強化を進めています。

特に、喫緊の課題である労働力不足への対策として、
機械化・自動化技術やICTを活用した省力化・安全性向
上技術の開発に注力しています。建築分野では「TODA 
BUILDING」で実証した施工技術などの進化・高度化
に取り組んでいます。土木分野では、山岳トンネル工事
向けの覆工コンクリート自動打設ロボットや切羽無人化
施工システム、シールドトンネル工事向けの掘削土量自
動管理システム、前方探査可視化技術など、得意分野の

強化に注力しながら、工種ごとに施工の自動化、省力化、
安全性向上等を目的とした研究開発を実施しています。

さらに、建築分野では脱炭素社会の実現に向けて、自社
建物である「グリーンオフィス棟」、「TODA BUILDING」
での実証を通じて、脱炭素とウェルビーイングの両立を
図る取り組みを進めるとともに、資源循環や生物多様性
への対応も強化しています。加えて、筑波技術研究所の
充実と活用により、地震や洪水への対応など安全・安心
関連技術や、木質材料の活用など環境配慮に資する技
術力の向上に努めています。また、設備制御のスマート
化など、顧客価値創出に向けた研究開発にも取り組んで
います。一方、土木分野では、激甚化する災害や老朽化
するインフラ施設に対応するため、国土強靭化・インフラ
再生技術に関する研究開発として、粘り強い河川護岸な
どの防災・減災技術や老朽化した函渠の調査・更新技術
など社会インフラの維持・整備技術における「突出価値」
創出に努めています。

執行役員副社長
イノベーション本部長

中原 理揮

事業戦略と機能戦略の連動による突出価値創出

当社は、全社の事業戦略と最先端の技術戦略、創新
戦略、知財戦略を一体的に連動させることで、期待価値
を最大化し、持続的な突出価値創出を図っています。

技術戦略は、建築と土木を柱に策定され、建築は、労
働力人口減少への対応とエンゲージメント向上、カーボン
ニュートラル社会の実現、安全・安心な都市・社会インフ
ラの構築、快適な生活・業務環境の実現、事業戦略への
技術貢献の5ジャンルで構成しています。土木は、得意分
野のさらなる強化、国家的プロジェクトへの対応力強化、
洋上風力大型化対応技術確立、国土強靭化・インフラ再
生技術の創出、事業戦略への技術貢献の5ジャンルで構
成しています。

創新戦略は独自の価値創出を担う機能戦略です。「新
結合の探索」（CVC・オープンイノベーション）、「優れたア
イデアの活用」（社内ベンチャー制度）、「展開活動」（保
有技術価値の最大化）
を相互連動し、新たな
価値を創出します。

知財戦略は、関連戦
略と連携し、知的財産
の創出・管理・活用の強
化と他社知財の活用を
推進、知財価値最大化
を図っています。

創新戦略における「知の結合」

2025年に策定した創新戦略の推進基盤として「IMS=
イノベーションマネジメントシステム」の構築と、技術開発
とイノベーション推進を担う2つの統轄部の連携強化を

推進。開発中技術の補完要素を特定し、探索したスター
トアップ技術等を明確化の上、PoCなどの技術連携を推
進し、価値創出につなげます。

CVC・社内ベンチャー

当社では、CVCによる価値共創に取り組んでいます。
2020年から3年毎に総額30億円の投資枠を設け、15
社6ファンドへの出資を実行しました。社内ベンチャー制
度は、第4期の活動中で、通過案3件の事業化に取り組ん
でいます。

ロボットフレンドリーな環境の構築

当社は「ロボットフレンドリービルディングデザイン」を
掲げ、ロボットの導入を推進しています。

2025年度は相模原市・さがみはらロボットビジネス協
議会と協定を締結し、庁舎にて配送ロボットの実証実験
を実施しました。

知的財産活動

　当社では、「知的財産マネジメント方針」に基づき、知
的財産の創出・活用を推進しています。社内に知的財産
委員会を設置し、知的財産活動の戦略や方針を策定す
るとともに、発明等の創出促進に取り組み、適切な権利
化とポートフォリオ管理を進めています。
　さらに、市場ニーズや事業戦略を踏まえて重点領域を
見極め、知的財産の選択と集中を図るとともに、保有知
的財産の活用や他社知的財産の分析・導入を通じて、研
究開発成果の保護、事業実装の加速、差別化領域の形

成に取り組んでいます。これらにより、競争優位の確立と
知財リスクを低減し、事業を支える知財基盤強化と知財
価値最大化につなげています。

筑波技術研究所（仮称）構造材料棟 山岳トンネル切羽無人化施工システム Optiss®

期待価値の創出
（突出価値） 知的財産権 未来構想力

C. 知財活用の拡大

保有技術
（技術開発）

共創
イノベーション

自社知財
活用

他社知財
活用

B. 知財価値の最大化 A.知財管理の強化
ー既存・新規／運用・管理ー

D.知財競争力の増強

利用者
生活者

需要サイド

社会の好循環
協創社会

取引先 地域社会

共創投資課
スタートアップとの協業

社内で事業化
社内ベンチャー制度

仕組：IMSの構築目的 手法：連携強化＆PoC支援
①戦略の言語化
「両利きの経営」
を組織の標準OSへ
経営判断と現場活動を
結ぶ共通言語を確立

②再現性の獲得
属人化イノベーション
活動を仕組み化
成功/失敗の双方が
組織知となり循環

③対外的な信頼
IMSのある組織として
競争優位が確立される

CVC投資先･共創パートナー･
人材獲得･ブランディングetc

①補完要素の特定
保有技術や開発中技術
を突出価値へ昇華させる
さらなる差別化に必要な
補完すべき要素を特定する

②外部技術の明確化
探索済みのスタートアップ
技術の有効性を検証

外部技術の明確化を実施し
社内技術の補完を探る

③内外技術の連携
社内外の技術連携の可能性
を実証するためのPoC
設計＆施工の知見に基づく
技術検証を価値創出につなげる

環境戦略

技術戦略
創新戦略

知財戦略

全 社
事業戦略

1. CVC・オープンイノベーション
2. 社内ベンチャー
3. 新技術・事業化推進
4. 戦略サポート
5. エンゲージメント向上
6. 社会活動

1. 技術開発
2. 保有技術一元化と活用
3. 洋上風力（大型化）
4. ミュージアム（運用、展開）
5. 環境戦略

実用化
推進

価値創出

両利きの
展開・成長実用化推進

イノベーション
推進統轄部

価値創出
技術開発
統轄部

全社事業戦略と技術・創新／ 
知財戦略三位一体のイメージ

価値創出と実用化推進、両利きの展開・成長体制

※	E（環境エネルギー）・S（社会活動）・G（ガバナンス）・B（ベネフィット）

相模原市内企業が開発したロボット「はこまる」

イノベーション・研究開発
新たな価値創出を加速し、 
戸田建設の次なる成長ステージを切り拓く
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執行役員
DX統轄部長

羽田 正沖

現代社会は、​AIや​IoTと​いった​デジタル技術の​急速な​
進化に​より、​社会構造や​ビジネスモデルが​劇的に​変化する​

「デジタル変革」の​時代に​あります。​顧客ニーズが​多様化
し不​確実性が​増す経営環境に​おいて​持続的な​成長を​実
現する​ためには、​この​変化を​捉え​自らを​柔軟に​変革し続
ける​ことが​不可欠です。​当社は、​DXビジョン2030と​して​

「『人』と​デジタルを​つなぎ、​新しい​事業領域で​価値を​創
出する」​「データの​蓄積と​利活用に​より、​協創社会の​実現
を​担う​『人』の​事業活動を​支え、​経営基盤を​整える」を​掲
げています。​

2025年度の​生成AIの​急速な​進歩と​実務利用の​進展
を​踏まえ、​2026年3月には​「GenAI 推進課」を​新設いた
しました。​今後は​「AI 基本方​針」に​基づく​「AI 利用ガイド
ライン」のもと、​安全か​つ​積極的な​AIの​利活用を​強力に​
推進します。​また、本業での飛躍的な生産性向上を達成
するため、「人」が​AIと​高度に​協業して​業務を​遂行する​
企業体への​進化を​目指します。​第四の​経営資源である​
情報を​効果的に​循環させ、​単なる​業務効率化を​超えた、​
新たな​価値創造と​豊かな​社会の​実現に​も貢献して​まいり
ます。​

デジタルの力で変革を生み出す人財へ

　戸田建設のDX 人財の育成方針は、「突出価値」の創
出に向かって、常識に縛られず、自律的に挑み続ける人財
を育成することです。
　まず、全社員がデジタル利活用人財として、AIやデジタ
ルの活用の幅を広げられるよう、デジタルリテラシー向上
に取り組んでいます。
　デジタルフロントランナー人財は、組織や個人の業務
課題を定義し、デジタルを活用した課題解決力を持って

います。ノーコード・ローコードツールを活用した業務
改善アプリ作成や、データ分析による業務状況の可視
化レポート作成など、実務に根差した改善に取り組んで
います。
　デジタルエキスパート人財は、リカレント教育を経て、
より高度な専門スキルを身につけた人財です。社内課題
の解決や、社外向けの価値提供サービスの開発のミッ
ションを担っています。

DX戦略の​全体​像

当社は​現在、​独自の​「突出​価値」を​創出し続ける​ため
の、​組織的な​実現能力​（ケイパビリティ）の​強化に​注力し
ています。社員のデジタルリテラシー向上に加え、​生成
AI を​全社員が​安全か​つ​高度に​活用できる​「Toda-AI-
PortalTM」や、​第四の​経営資源である​情報を​最適に​循環
させる​「データ基盤」を整備し、拡充しています。​これらの​
基盤は、​単なる​IT 投資ではなく、​意思決定の​迅速化と​事
業競争力を​支える​戦略的インフラとして位置付けています。

​ また、​小さな成功体験を得ることを通じて、変革に前向
きな風土醸成を図り、変革活動を拡大していく​「成功ルー
プ」の​仕組みづくりにも​取り​組んでいます。本部横断の関
係者が​集まり、​全社​最適の​視点から​議論を​深める​「DX
の​つどい」と​、そこで培った​関係性を​活かして​DX 戦略を​
各事業戦略や​機能戦略と​密接に​連結させています。​現場
での​小さな​「試行」から​「成功」を​生み出し、​それを​速やか
に​「社内展開・定着」する​プロセスを​着実に​進めています。​

デジタル起点の成果物を、社内外の価値へつなげる

　デジタルエキスパート人財は、内製開発や外部ベンダー
とのアプリ開発を通じて特許を出願するなど、常識に縛
られず、社内外の課題解決につながるデジタルサービス
を創出しています。具体的には、若手社員の成長を記録
するツール「ニヤリポ」をはじめ、生成AIを活用した業務
支援基盤「Toda-AI-PortalTM」、スマートオフィスサービス

「T-BuSS®」などが挙げられます。アプリ開発で培った知
識やノウハウを生かし、社内ベンチャープログラム「GATE」

（  P45 「新事業領域の探索と挑戦を牽引する人財の育成」
を参照）などの仕組みを活用しながら、顧客・社会への価
値創出につなげる事例も生まれています。施設管理業務を
効率化する「RAKU-PLATTM」は、その先駆的な事例です。

デジタル利活用人財

デジタルフロントランナー人財

デジタルエキスパート人財
2026年 2030年

300名

全
社
員

2025年

50名

デジタル利活用人財:

デジタルフロントランナー人財:

デジタルエキスパート人財:
（2026年8月時点）

925名
36名
15名

業務プロセス変革とAI活用による生産性/品質の向上

新規事業
（SECC、環境・エネルギー、海外）

業務プロセスの変革・新規事業の創出

組織文化・ 価値観の変革 デジタルによる変革に前向きな文化の醸成

各階層でのデータドリブンな意思決定

 内部 (社内)

“試行”から“成功”を獲得 社内へ“展開・定着”

外部 (顧客・ステークホルダー・社会)

“突出価値の創出”

既
存 (

コ
ア) 

事
業
の
深
化

新
規
事
業
・
価
値
創
出

組織課題7Sの解決

デジタル利活用を支える基幹システム/インフラ・セキュリティ/AIガバナンスDX戦略⑥

戸田建設の
DX戦略

DX戦略③

DX戦略②

DX戦略①

DXのつどい

企業価値
貢献

DX
実現能力

既存事業
 （建築・土木・戦略）

新しい事業領域でのデジタルサービスの提供

DX戦略⑤

SECC事業をつなぐデジタルプラットフォームの整備 
DX戦略④

デジタル活用の利点を検討・確認

社内価値の向上 顧客価値の創出

2030年度に向けたDX人財 人財の定義

■	�デジタル利活用人財
デジタルツールやデータを積極的に実務に活
用し、業務改善や効率化を実現する人財

■	�デジタルフロントランナー人財
デジタルで課題解決するスキルやデータ分析
力を活用し、主体的に業務プロセス改善や生
産性向上を実現する人財

■	�デジタルエキスパート人財
高度なデジタルスキルを持ち、専門的なデジタ
ル開発プロジェクトで技術力を発揮する人財

ニヤリポ
若手社員の業務と成長を可
視化し、自発的な挑戦を支え
るアプリです。目標設定・業務
経験・評価・面談を結び付け、
OJTを通じた人財育成に貢献
します。

RAKU-PLATTM

施設情報や点検記録をクラウ
ド上で一元管理し、探す手間
や判断の迷いを減らして、施設
管理業務の効率化とナレッジ
共有を支援するサービスです。

Toda-AI-PortalTM

建設知見を活かし、生成AIに
よる業務変革を支え、お客さま
へのより良いものづくりという
価値を提供するための生成AI
基盤です。

T-BuSS®
設備操作から環境の可視化、
会議室予約まで手元でスムー
ズに行えるオールインワンアプ
リです。ビル設備やサービスを
統合し、快適で効率的なオフィ
ス環境を提供します。

DX戦略
人財とデジタルで、 
新たな価値を創出する
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市場環境
建築事業に関しては、民間設備投資を中心に堅調な

推移が見込まれています。特に、半導体製造施設やデー
タセンターといった先端分野では、引き続き設備投資意
欲の高い状況が続いています。

一方で、建設資材価格の高止まりや労務賃金の高騰、
協力会社の逼迫といった供給面での制約は依然として
顕在化しており、加えて、建設業法改正に伴う適正価格/
工期の確保や働き方改革への対応など、制度・環境の変
化に合わせた柔軟な対応が求められています。

また、今後の経済情勢については、緩やかな回復基調
が継続すると期待される一方で、世界的な政治・経済の
不確実性が増しており、米国の通商政策や地政学リスク

といった不透明な要因が、事業環境に影響を与える可
能性があり、引き続き慎重な対応が求められます。

このような市場環境のもと、当社は外国人財の採用や
サプライチェーンとの連携強化を通じて、安定した人財・
施工体制の構築を図っています。また、建築生産プロセ
スのデジタル化・データ基盤の整備を推進し、社内外の
データを活用した生産性向上および提案力強化にも注
力しています。さらに、環境配慮の先進企業として、脱炭
素社会に向けた価値提供の拡大に取り組みます。多様な
領域においてステークホルダーの皆さまと連携しながら
協創社会の実現を目指し、持続可能でより良い未来を築
き上げていきます。

土木事業における受注環境は、多面化・多様化する官
民からの要請を背景に、当面の間は堅調に推移するもの
と考えられます。具体的には、①豪雨や大地震等の激甚
災害に備える防災・減災対策、②老朽化インフラのメン
テナンスや更新需要、③脱炭素とエネルギー安保を背景
に期待の高まる再エネ市場拡大、④安全保障への脅威
に対応する防衛施設の整備・強靭化といった新しい大き
な流れです。これらに向けた公共投資や官民連携プロジェ
クトは、一過性のものではなく「中長期的な国家戦略」と
して位置付けられています。

一方で、市場は就業人口減少や日本を取り巻く環境の

急激な変化（VUCA）に直面しています。業界全体として、
深刻な担い手不足や技能労働者の高齢化、働き方改革
による時間外労働上限規制への継続的対応を迫られて
いるほか、世界的な原材料・一次エネルギーの高騰、人
件費や資材価格の上昇といったコスト面での不確実性
も無視できません。

このような市場環境において、企業には想定されるリス
クへの対応と、逆に変化を好機と捉える姿勢が求められ
ています。リスクに対して考えられる対策を十分に講じな
がら、「機会」を逃さぬよう土木事業本部は強みを最大
限に発揮し、社会とお客さまに貢献してまいります。

2025年度の日本経済は、緩やかな回復基調を維持
しつつも、中東情勢の影響や物価上昇の継続を受けて、
成長ペースはやや鈍化しました。個人消費は、物価上
昇の影響が続く一方で、雇用・所得環境の改善を背景
に底堅く推移し、企業収益も外部環境の不透明感が続
く中で、全体として高水準を維持しました。また、日本
銀行は経済・物価情勢を見極めながら、政策金利の引
き上げを通じて金融緩和の度合いを段階的に調整する
姿勢を示しており、今後も為替や物価、資源価格の動
向を注視していく必要があります。

世界経済においては、米国の「America First Trade 
Policy」を軸とする通商政策の転換により、追加関税
措置の拡大や政策不確実性の高まりが、世界の貿易・
投資・供給網に広範な影響を及ぼしました。主要国際

機関は2025年から2026年にかけての成長見通しを
相次いで下方修正しており、グローバルサプライチェーン
の再編や資材コスト、輸送費の上昇など、日本経済へ
の影響も無視できない状況です。加えて、米国ではパリ
協定からの離脱やエネルギー開発規制の緩和など環境・
エネルギー政策の見直しが進み、再生可能エネルギー
分野を含む脱炭素・グリーントランスフォーメーションの
推進にも影響を及ぼす可能性があります。

今後も当社は、外部環境変化を的確に捉え、事業ポー
トフォリオの柔軟な見直しとリスク管理を徹底します。
加えて、国内外での脱炭素社会への投資・連携強化に
も注力し、困難な市場環境下でも持続的成長と企業価
値向上を目指してまいります。

建築事業

土木事業

戦略事業

建設投資額（名目値）

（兆円）

20202019 2021 2022 2023 202620252024 （年度） （年度）

■土木民間  ■土木政府  ■建築民間  ■建築政府

建設投資額（実質値）

（兆円）

5.4

16.7

62.362.3

出所：建設経済研究所「建設経済モデルによる建設投資の見通し」（2026年4月）

出所：建設物価調査会（2026年4月分） 出所：国土交通省「公共工事設計労務単価」（各年3月より適用される労務単価）

※	実質値は2015年度基準の建設デフレーターにもとづく

見通し

見通し

■土木民間  ■土木政府  ■建築民間  ■建築政府

建設投資の動向

建設資材物価指数（東京、2015年基準）

（年度）

建築部門  土木部門

公共工事設計労務単価（全国、全職種加重平均値）

（円）

23,600 23,600 24,85224,852 25,83425,834

2020 2019 2021 2022 2023 202620252024

160

150

140

130
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110

100

144.2

152.7

153.5

（2026年4月）

2015年基準の指数

14年連続の上昇

建設コストの動向

東京ビジネス地区 平均賃料・空室率（4月） 海外建設協会加盟建設企業 海外受注高推移

（円/坪） （億円）

20172016 2018 2019 2020 2021 2022 2023 20252024 （年度）

■平均賃料  空室率（%）

19,89620,328
21,425

22,820
21,279

19,896
18,77418,06117,257

19,825

3.73

2.22.2

4.23

5.34

3.39

2.65
1.70 1.56

5.65
6.11
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出所：三鬼商事「オフィスマーケットレポート」 出所：海外建設協会「海外建設受注実績レポート」
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市場環境としては、国際情勢の不透明感や物価高騰な
ど、外部的なリスク要因は残る一方で、国内の民間設備投
資については堅調に推移することが予想されます。短期的
には生成AIの進化による半導体製造施設・データセンター
の需要は今後も増加することが予測されますが、中長期的
には建物に関する需要・ニーズは予測が困難なレベルで変
化していくと想定します。このような状況の中、お客さまに
当社を選んでいただくためには、お客さまの潜在ニーズを
見出し、お客さまの期待を超える価値を提供することが必
要です。提案力強化のための人財育成を図るとともに、竣
工後の維持管理やリニューアルなども含めあらゆるデータ
を活用することで、建物のライフサイクルコンサルティング
の実現を目指します。

また、建築生産領域においては、BIM 活用に向けた教
育と業務変革を進めています。設計段階からBIMで設計し、
モデルに関連付けられた様々な情報を活用することで、お
客さまへの提供価値の質・スピードを向上させ、また、ノウ
ハウのデジタル化や積算・購買も含めた生産性の向上につ
なげることが重要です。

併せて営業の変革にも着手しています。属人化しやすい
営業スタイルから脱し、デジタルの力も借りながら、組織営
業力の強化を図ります。そのために、あらゆるデータをつなぎ、
意思決定の質と速度を向上させるためのデータ活用基盤
を構築しています。蓄積したデータとAIを積極的に活用す
ることで、技術継承や生産性向上も実現します。

関係する部署の垣根を越えた正しい情報共有を行い、
機敏に対応していくために、データ・システムだけではなく、
社内の仕組みも強力に変革していきます。

これらの取り組みが今後の建築事業におけるデータドリ
ブン経営につながっていくと考えています。グループ会社・
協力会社とのパートナーシップも強固なものとしていきます。
海外では、ベトナムのTOBIC（有）におけるBIMモデルの
作成や他社設計案件への対応体制をより一層強化すると
ともに、他の現地法人ともシナジーを作り出し、グロ―バル
に建築事業を強靭化することによって未来の可能性を拡
げていきます。国内では、建物の維持運営管理からリニュー
アルを行う戸田ビルパートナーズ（株）、設備工事の（株）ア
ペックエンジニアリング、地域に根差した建設事業を展開
している佐藤工業（株）や昭和建設（株）といったグループ
会社との連携を強化することで、お客さまの幅広いご要望
に応じたサービスを提供することができると考えています。
協力会社の人財確保や経営基盤強化に向けて協働するこ
とで、安定した施工体制確保につなげていきます。

エネルギー関連においては省エネ・創エネ等のソリュー
ションを組み合わせた最適な価値提供を行い、環境配慮
のトップランナーとしての地位を固めていきます。

創業以来当社のコア事業であった建築事業は、お客さ
まとともに歩み、ブランド価値を積み上げてきました。時代
の変化に柔軟に対応する経営により、お客さまへこれまで
以上の価値を提供すべく、取り組んでまいります。

機会

	• BIM・AIをはじめとするデジタル技術の進化
	• ZEB※建築物など環境配慮型建築に対するゼ
ネコンへの期待の高まり
	• 工場・学校・病院・オフィスビルのスマート化
の需要増加
	• BCP、サステナブル（維持管理、リニューアル
等）需要の高まり
	• 省エネ、CO2削減に対する世界的な要請

建築事業の 
強み

	• 歴史に裏付けられた顧客基盤
	• 地域開発、再開発の実績
	• 環境配慮のトップランナーとしての省エネ建
物の設計力・施工力
	• 得意分野の建設ノウハウ・技術とエネルギーマ
ネジメント力
	• 情報共有による顧客対応力およびグループ会
社、協力会社との強い信頼関係によるスピー
ディな行動力

リスク
	• 資材の高騰と労務の逼迫
	• 少子高齢化による担い手不足
	• 海外情勢の不安定化

リスクへの 
対策

	• 共通仕様化による購買力強化、施工の省人
化・PCa化・自動化
	• 外国人財採用の強化

建築事業

DXで真の課題を解決し、
力強い建築事業本部へ
新たな一歩を踏み出す

執行役員副社長
建築事業本部長

曽根原 努

  受注高　   売上高

  営業（セグメント）利益（億円）　  営業利益率（%）

（億円）

（年度）

（年度）

2024

2024

売上高
（中計）

営業利益
（中計）

2025

2025

269
220

4,4574,457 4,300

4.6

7.4

3,5823,582 3,6253,6254,1284,128

166166

本工事は、昭和医科大学創立100周年記念事業の一
環として、神奈川県川崎市宮前区鷺沼に新たなキャンパ
スを整備するプロジェクトです。この「鷺沼キャンパス」には、
医学部・歯学部・薬学部の2・3年次と4年次の一部、保
健医療学部の2～4年次、助産学専攻科の学生約2,000
人が学ぶための、講義室や実習室などが計画されています。

敷地面積は約36,800m2で、東急田園都市線 鷺沼駅
からほど近い閑静な住宅街に位置しています。キャンパス
は校舎3棟とカフェ棟、自然教育庭園で構成され、建物自
体は高さを抑えた、平面的な広がりのある計画となってい
ます。特に、実習棟と講義棟は、円弧形状の意匠が特徴で
す。自然教育庭園は、高低差を活かした水景と、多様な植
栽が広がる計画となっており、一部を地域開放する予定で
す。また、カフェ棟は木造構造や木質耐震壁を採用するな
ど、木材を積極的に活用している点も大きな特徴です。

施工においては、周辺道路レベルと施工レベルに約
12mの高低差が生じる箇所があるため、2段山留めを採
用し、敷地周辺への影響を最小限に抑える計画としていま
す。また、校舎3棟を同時に施工する計画であり、鋼製型
枠、基 礎 梁・柱 鉄
筋の先組み、小梁・
パラペットの PCa
化など、工業化工
法を積極的に採用
し、生産性の向上
を図っています。さ
らに、綿密な工程
計画を策定するこ
とで、高品質で、安
全性および生産性
に優れた施工を実
現しています。

画像提供（上）：株式会社 日本設計

昭和医科大学鷺沼キャンパス整備工事

関連する主なSDGsプロジェクト紹介

現状認識 中長期的な戦略

受注高（個別）•売上高

営業（セグメント）利益•営業利益率

千葉県文化会館（改修）

福岡市拠点文化施設

営業利益 220億円

中期経営計画 目標値

※ �Net Zero Energy Building（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）：建物で使うエネ
ルギーを限りなくゼロにする考え方やそのような建物のこと。

2025年度の売上高は3,625億円（前期比1.2%増）、受注高は手持工事が
豊富なこともあり4,128億円（7.4%減）となりました。

2025年度の営業利益は適正受注の継続・手持工事の回復により、完成工事
利益率が向上し、269億円（営業利益率7.4%）で中計（220億円、5.1%）を
上回る結果となり、今後も順調に推移する見込みです。

実績紹介
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土木事業においては、豪雨や大地震等による激甚災
害への備えとしての防災・減災、インフラの老朽化対策

（メンテナンス・更新需要）が本格化しています。さらに、
脱炭素社会の実現に向けた再生可能エネルギー市場の
拡大、さらには緊迫化する国際情勢に対応するための防
衛関連施設の整備・強靭化など、社会からの要請はこれ
まで以上に多面化・多様化しており、産業全体として大き
な転換期を迎えています。

これらに伴う公共投資や官民連携プロジェクトは、一
過性のものではなく中長期的な国家戦略として位置付け
られていることから、土木における受注環境は、当面の間、
堅調に推移するものと考えられます。

一方で、私たちは深刻な担い手不足や技能労働者の
高齢化、働き方改革（時間外労働上限規制や酷暑対策）
という、業界全体の構造的課題にも直面しています。こ
の環境変化を「次世代のスタンダードを築く好機」と捉
え、世界的な原材料や一次エネルギーの高騰、円安によ
る資材価格の上昇やインフレに対しても、サプライチェーン
の育成・強化や適正な価格改訂を適宜行いながら、お客
さまや社会の潜在的なニーズに寄り添ってまいります。

これまで培った山岳トンネルや都市インフラ、土地造成
など土木のコア事業をさらに深化させます。そのうえで、
浮体式洋上風力発電をはじめとする再生可能エネルギー、
インフラ再生、区画整理、海外プロジェクトといった成長
分野へ、戦略的かつ継続的なリソース投入を図ります。

このために必要な新しい技術や事業スタイルを開発し、
社内外のあらゆる組織との協働体制や連携を深めなが
ら新たな価値創造に注力します。また、持続可能な社会
の実現（GX）に向け、現場事務所のZEB 化や使用電力
のRE100化等も推進し、単なる「環境への配慮」にとど
まらず、事業の持続可能性と競争力を向上してまいります。

成長戦略を実現するカギは組織と人財にあります。ク
ロスファンクショナル（組織横断的）な連携を可能にする
柔軟な発想や、心理的安全性を浸透させるとともに、常
に適正な利潤を上げる収益力を確立していきます。ガバ
ナンス面においても、単なる法令・ルールの遵守ではなく、
それが持つ意味を「原理原則」から社員が考えることで、
実効性のあるものにします。その基盤となる社員の高いエン
ゲージメントとスキルを、社会貢献とお客さまの満足のた
めに提供し、三方良しの好循環を創ることが土木事業の
本分であると考えております。

現下の国内外の情勢を見渡しても、文字どおりVUCA
の中での事業経営が求められています。その一方で、生
成 AIをはじめとするテクノロジーの進歩や、この日本が
伝統文化と外来文明とを融合した成熟した社会であるこ
となど、企業が投入できるリソースは格段に高まっている
と感じられます。土木事業本部は、これらを余すところな
く事業に活用し、社会やお客さまから選ばれ続ける企業
グループを構築してまいります。

当社は SQE（安全、品質、環
境）を中心に据え、工種毎の開発
技術群を「ToP」シリーズとして
展開しています。シールド関連技
術群「ToP-Shield」は、AI によ
る自動掘進・姿勢制御技術「AI 
Transform Shield®」を軸に、
自動化・計画最適化技術を開
発・統合し、現場の安全と品質向
上、施工管理の効率化・省人化
を推進します。

今回紹介した「ToP-Shield」の
ほか、「ToP-NATM」などの各技
術群は当社ブランドとして商標登
録し、ブランド価値向上を図ります。

機会

	• 脱炭素社会の実現とエネルギー安全保障に
向けた再生可能エネルギー市場の拡大
	• 継続的な防災・減災、国土強靭化政策の推進
	• インフラの老朽化対策（メンテナンス・更新需
要）が本格化
	• 防衛施設の整備・強靭化が国家課題に

土木事業の 
強み

	• 五島洋上風力発電事業を含め、数多くの再エ
ネ発電施設建設で培った幅広い対応力
	• 山岳トンネルや都市インフラ、土地造成などの
実績と技術力
	• クロスファンクショナルな連携により新技術を
生み出す企業風土と成長性
	• SECC（Smart Energy Complex City）
をはじめ、再エネを核とした様々な提案プラン
を保有

リスク

	• 請負工事に傾斜した組織構成と社内マインド
	• 加速度的に進行する温暖化と大規模化する
自然災害
	• 時間外労働の上限規制・将来の担い手不足・
酷暑化への対応
	• 緊迫化する国際情勢、インフレ・為替変動に
よる資材不足と価格上昇

リスクへの 
対策

	• PPPへの積極的な取り組みと、性能発注方
式への対応力および技術提案力の強化
	•「環境への配慮」にとどまらない、事業の持続
可能性と競争力を向上させる技術開発
	• DX技術やBPOの積極活用による生産性向
上と、働く人から選ばれる就業環境の整備
	• 為替リスクおよびリーガルリスクの管理と、サ
プライチェーン上のボトルネック補強

土木事業

次世代のインフラと
価値を創る、
DX・GXを原動力とした
持続可能な成長に向けて
執行役員副社長 
土木事業本部長

藤田 謙

ToP-Shield

営業利益 90億円

中期経営計画 目標値

【ToP-Shield】AI Transform Shield®を軸としたシールド工事の施工自動化技術

関連する主なSDGsプロジェクト紹介

現状認識

実績紹介

中長期的な戦略

所沢市第2一般廃棄物最終処分場

四国地整僧津山トンネル

2025年の売上高は、1,278億円（前期比0.5%増）となり、また受注高（個別）
は主に国内民間工事の減少により1,506億円（前期比1.6%減）となりました。

2025年度の営業利益は、一部大型民間工事の採算性低下により完成工事
利益率（個別）が12.9%（前期比2ポイント減）となり46億円、営業利益率は
3.6%となりました（中計値90億円、6.0%）。

（億円）

（年度）

（年度）

2024

2024

売上高
（中計）

営業利益
（中計）

2025

2025

46

90

1,5311,531 1,500

5.9
3.6

1,271 1,278
1,5061,506

7575

受注高（個別）•売上高

営業（セグメント）利益•営業利益率

  受注高　   売上高

  営業（セグメント）利益（億円）　  営業利益率（%）
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戦略事業本部は、「収益源の第三の柱を築く」という
ミッションのもと、成長投資を通じて事業規模の拡大と
新規領域への挑戦に取り組んできました。農業6次産
業化を通じた地域創生、TODA BUILDING の運営、
M&A、五島の浮体式洋上風力発電など多様な施策を
展開し、他社と差別化できる「突出価値」を創出。この
成果は売上・利益の拡大に加え、社会・環境課題の解決
やグループ総合力の強化に繋がっています。一方で、コス
トや金利上昇、国際情勢の不確実性、GX 事業の制度
変更等により事業環境は変化し、リスクが高まっていま
す。こうした中、これまでの知見と、建築・土木事業本部
やグループ各社との連携による「総合知」を活かし、社会
課題解決に資する価値を創出します。さらに創出価値を
ROEやROIC 等で可視化し、ステークホルダーの理解
を得られる資本効率を追求します。

また、これらの価値を次世代の社員や地域社会へ還元
し、挑戦と成長を実感できる環境を整えることで「社員の
働き甲斐向上」を図ります。事業と人の成長を両輪で進
め、持続的な企業価値向上を実現します。

	• 投資の「循環型成長モデル」を確立する
これまでは「第三者への売却」までが投資開発事業の

完結でしたが、私募REITの設立により、①同REITへの
売却による早期の資金回収および次PJへの投資、②同
REITで運用中の案件に対するPM 業務、③当社の企画・
提案による当該物件のリノベ・コンバージョン・建替え・有
効活用等の実施、といった当社グループの関わりが持続
する「循環型投資モデル」の実現を目指します。

	• 重点管理事業を拡充し収益を確保する
「SECC 事業」「環境・エネルギー事業」「海外事業」に

ついて、建築・土木事業本部やグループ各社と一体で事
業拡充と収益確保に取り組みます。

SECC 事業では、官民連携を軸に地域課題を解決す
る事業手法を創出。企画や用地取得等PJ 初段からの参
画で優位な事業展開を図り、土木・建築・グループ各社と
の協創で「一気通貫型事業」へと進化させます。環境・エ
ネルギー事業では、五島での知見を活かし、再エネ事業
の拡充と普及モデルの事業化を推進。国内外の提携先
と協業し、発電からエネルギーマネジメントまでの一気通
貫型事業を創出することで、脱炭素への貢献と収益確保
の両立を目指します。海外事業では、東南アジア・オセア
ニアの建設および開発事業拡大に加え、北米での資産
入れ替えやM&Aによる不動産周辺分野へ業容の拡大
を図ります。各国の市場環境に即した価値創出と、施工・
事業双方での参画を進め、当社グループの内部統制を
確保しつつ、収益基盤を確立します。

	• 人的資本の有効活用、組織力強化
率先垂範のマネジメントを徹底し、キャリア採用や外

部知見の活用により、多様な人財の能力と成長環境を最
大化します。社外留学やグループ間の人事交流、抜擢人
事等を通じ、社員の自律的成長と働き甲斐の向上を促
進。多様化・グローバル化する環境下において、グループ
全体を見据えた人財の最適活用を進め、組織力の強化
を目指します。

機会

	• 2050年カーボンニュートラルに向けた洋上風力をはじ
めとした再生可能エネルギー、エネルギーマネジメント
への期待

	• 海外事業への積極的な参画、インドネシアTATA社の
人脈による海外における新たなビジネスチャンスの獲得

	• 戦略事業本部コア事業の進化によるESG、SDGsへの
貢献

	• 外国籍やキャリア採用等、多種多様な人財構成による
新しいビジネスの展開

	• 再エネ新規事業における出資先企業との連携

戦略事業の 
強み

	• 浮体式洋上風力発電のトップランナー 
日本近海は浮体式向けの高いポテンシャルを持ち、大き
なビジネスチャンスが潜在

	• 茨城県常総市における農業6次産業化を軸とした地域
創生事業モデルのヨコ展開

	• 業界実績トップを誇る土地区画整理事業との連携によ
る優良開発案件の確保

	• 優良な財務体質による比較的豊富な保有資金と有利な
資金調達

	• 多様な案件で培ったノウハウとデータを活用した不動
産開発や物件の目利き

	• 建築、土木、戦略の協創によるバリューチェーン全体で
の突出価値創出

リスク

	• 金利上昇・為替変動による国内外保有アセットの時価
下落、円建て業績の悪化

	• 資材価格・労務費の上昇による事業費の高騰
	• 生活様式の変化による不動産をはじめとするアセットの
想定外の劣化

	• 投資先の国内政治・経済情勢の急激な変動・規制強化
	• 国内M&A、海外企業との提携に伴うガバナンス低下
	• 社員の退職

リスクへの 
対策

	• 外部有識者、コンサル等を活用したリスク調査・分析の
実施

	• リスク・リターンの特徴が異なる多様な資産への投資に
よるポートフォリオの分散

	• 本社・グループ会社が取得した事業データの共有・活用
による安全性・生産性の向上

	• 国内外グループ会社のガバナンス強化体制の構築
	• 個の成長が組織の成果に結びつく人財確保・育成

戦略事業

関連する主なSDGs

「突出価値の創出」により、
更なる企業価値向上を
実現する

プロジェクト紹介

執行役員副社長 
戦略事業本部長

植草 弘

オフィス・物流・住宅・ホテル
など多様な不動産を、開発、
建築・土木施工で培ったノウハ
ウをつなぎ合わせ、価値向上
させたうえで投資法人へ供給
する仕組みを整えています。

これにより、売却による資金
回収を次の投資へつなげ、バ
ランスシートを肥大化させるこ
となく、不動産事業の成長と
経営効率の向上を実現する循
環型投資モデルを推進してい
きます。

戸田建設プライベートリート投資法人

  投資開発/GX　   国内グループ　   海外グループ（億円）

（年度）

（年度）

2024 2027
（中計）

2025

570
677

582
679

800

投資開発/GX	 65億円

国内グループ	 35億円

海外グループ	 35億円

9.1

2.1

11.4

現状認識

実績紹介

中長期的な戦略

売上高

営業利益•営業利益率

旧東京建設会館（取得）

TODA BUILDINGオフィスエントランス

2025年度の売上は、米国子会社の販売用不動産の売却や国内建設子会社に
おける大型工事の進捗などが寄与し、9期連続の増収となりました

米国子会社の販売用不動産の売却が寄与し、増益となりました。

570

900

368

487

  投資開発/GX（億円）　   国内グループ（億円）　   海外グループ（億円）

2024 2027
（中計）

2025

10

56

30 28
35

65

35

8

44

5.2 4.1 4.4
1.8

8.3
3.9

 投資開発/GX 営業利益率（%）　  国内グループ 営業利益率（%）
 海外グループ 営業利益率（%）

営業利益

中期経営計画 目標値

	私募REITへの売却に
よる資金回収および新
規投資資金獲得

	バランスシートの圧縮

	AM受託収益の獲得
	出資に応じた配当の獲得
	多様化する投資手法への
対応

①取得④売却

建築事業本部建築事業本部
再開発・リニューアル工事再開発・リニューアル工事

土木事業本部土木事業本部
区画整理・造成工事区画整理・造成工事

国内グループ国内グループ
PMPM・・BMBM・修繕工事・修繕工事

運用資産総額（億円）

現在 中長期3〜5年後

	マーケットニーズ
（土地特性・市況
等）の把握

	循環型投資モデル
を前提とした確実
な出口戦略

①取得

②開発

③運用

②運用

③売却

投資家・金融機関戸田グループ内リソースの結集

国内投資開発 私募REIT/AM

持続的成長持続的成長
高収益化高収益化

230230

500500

1,0001,000
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グローバル戦略

常務執行役員
グローバル事業統轄部長

嶋 義郎

東南アジアと北米を事業基盤
として強化しつつ、
協創を通じて、
新たな成長市場へ挑戦する

グローバル事業が目指す姿は、社会と企業の持続的な
価値を共に高めていくことです。社会からの認知やブラン
ド力を高めるとともに、確固たる経済的価値や収益の獲得
へと結びつけていきます。

このミッションを実現するため、私たちは国内と海外のネッ
トワークを連動させたシームレスな顧客対応を徹底します。
同時に、成長著しい海外市場の活力を自社の成長へと確
実に取り込んでいくことを、事業の存在意義と位置付けて
います。

こうした取り組みを支えるのは、お客さまとの深い信頼関
係や地域での存在感、建物LCC（ライフサイクルコスト）の
強化や資産価値の最大化といった、私たちが培ってきた強
固な事業基盤です。この揺るぎない土台のもと、各事業本
部と連携しTODAグループの強靭化に貢献してまいります。

事業の成長を図り安定的に価値を創出する
ーTODAグループ全体の強靭化に貢献ー

2025年 -2027年3カ年基本方針

関連する主なSDGsプロジェクト紹介

グローバル事業　コンセプト体系図

タイ戸田建設は、水処理エンジニアリングのパ
イオニアであるアクア西原（AQUA NISHIHARA 
CORPORATION）をM&Aによりグループ化しまし
た。同社が持つ高度な水処理技術と、当社が培っ
てきた建設ノウハウを融合させることで、東南アジア
地域における水環境インフラ事業を強化します。両
社の強みを最大限に活かし、最適な水処理総合ソ
リューションを提供していく方針です。

水環境インフラ事業の強化を通じて持続可能な社会の実現に貢献

ネパールにて、日本の政府開発援助（ODA）に
よる無償資金協力事業「ドゥリケル病院外傷・救
急センター整備計画」の工事が本格化しています。
2025年5月28日には現地の首相や高官の出席のも
と、起工式が盛大に執り行われました。本プロジェ
クトは同国の医療インフラを支える最重要事業の
一つであり、現在も安全第一で順調に施工が進ん
でいます。地域社会の救急医療体制の整備と、人々
の安心な暮らしの実現を目指します。

ODA事業によるドゥリケル病院の救急センター建設が本格始動

社会の持続的価値／企業価値の向上
（社会認知）×（経済的価値）  （ブランド力）×（収益獲得）

国内外切れ目のない
顧客対応

 �存在感のあるゼネコングループ組成
 �収益ポートフォリオ構築と不動産周辺事業の
収益化

 �新市場・新分野への挑戦
 �自律、規律に根差したガバナンス

顧客 
ロイヤリティ

建物 
LCC強化

進出域内での
存在感確立

資産価値 
最大化

海外成長力
（新市場・新分野）

海外成長力の取り込み
（収益化）

MISSION
ミッション

PURPOSE
意義

GLOBAL STRATEGY
グローバル事業方針

FOUNDATION
基盤・共通価値

当 社 が、シンガポールを拠 点とする Toda Asia 
Pacific Pte. Ltd.を通じて出資するニュージーランドの
子会社、Coherent Hotel Ltd.は、現在運営中のホテ
ル「Kamana Lakehouse」の隣接地に新たな宿泊棟
を建設しています。全11棟の低層建物から構成される本
プロジェクトは、2027年の完成を予定しています。当グ
ループは本開発を通じ、ホスピタリティ事業のさらなる拡
充を図るとともに、地域の観光拠点としての魅力を高め、
グループ全体の企業価値向上に繋げてまいります。

ニュージーランド クイーンズタウンにおける新たな宿泊棟の建設が進行中

当社の連結子会社であるTATA社（PT Tatamulia 
Nusantara Indah）は、インドネシアのジャカル
タにて建設を進めていた大手私立病院「Rumah 
Sakit Pantai Indah Kapuk」併設の母子医療セン
ターを2025年5月に無事竣工いたしました。本プ
ロジェクトは、急速に発展する同エリアにおいて、
母子医療への高まるニーズに応えるべく計画された
ものです。今回の完成を通じて、地域の方々が安心
して受診できる医療環境の整備に貢献し、同地域
のさらなる発展と人々の健康的な暮らしを支えてい
きます。

TATA社によるインドネシア・ジャカルタの母子医療センターが竣工

�Pusat Pelayanan Ibu & Anak RS PIK 
（パンタイ・インダ・カプック病院　母子医療センター）

発注者 PT Mandaramedika Utama

用途 医療・福祉施設（病院）
規模 地上6階、延床面積 12,981m2、RC造

竣工日 2025年5月

2025年度の主な施工実績

Showa Sangyo International Vietnam  
New Factory [ベトナム]

Lumentum Nava Site Expansion [タイ] ACS International School [インドネシア]

構造 RC造

規模 地上4階

延床 7,904.94m2

用途 事務所、工場

構造 N5棟SRC造、N6棟RC造

規模 N5棟3階、N6棟2階

延床 34,814m2

用途 事務所、工場

構造 RC造

規模
3階建て（教室用上部構造）2階建て（実
験室用上部構造）
スポーツセンター、管理棟および礼拝堂

延床 13,500m2

用途 教育施設
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